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「浜松市立小中学校・幼稚園 防災対策基準」作成の趣旨 

 
学校は、災害に対して「一人の犠牲者も出さない」という意識のもと、児童

生徒の安全確保に最善を尽くさなければなりません。 

災害発生時に学校の危機管理が有効に機能するためには、起こり得る様々な

状況を想定し、地域の実情や学校の実態、児童生徒の発達段階を踏まえた上で、

学校、家庭、地域が連携（協働）した防災管理・防災教育が必要です。 

そして、「命の尊厳」の理念を基盤とし、児童生徒が「自らの命を守るため安

全に行動する力」、さらに「他の人や社会の安全に貢献できる力」を身につける

ことは、学校の安全確保のみならず、次代の安全な社会を築いていくうえで、

重要な取り組みであると認識しています。 

 これらの考え方を踏まえ、平成 25 年度には「学校防災対策プロジェクト会議」

を設置し、「浜松市学校（園）防災対策基準」の見直しを検討しました。 

 本市の自然環境の特徴（全国第 2 位という広大な市域面積を有する点、また

市域に沿岸部・都市部・山間部を有し多様な自然環境を作り出している点）を

考慮し、学校が所在する地域の自然・社会環境を踏まえた中学校区単位による

対応を重視しました。 

また、本基準をもとにして各校で作成している「危機管理マニュアル（災害

安全編）」についても、学校の実情（地理的な条件、施設の状況、地域の実情、

職員体制等）を踏まえた見直しを図り、より実践力を高めていくものとしまし

た。 
災害発生時における教職員等の動員体制については、「浜松市地域防災計画」

における配備体制を基本的な枠組みとし、教職員等による児童生徒の安全確保

や学校教育の再開・復旧に向けた内容を示しました。さらに、学校に開設され

る避難所が地域、行政により円滑に運営されるよう、学校による避難所支援に

ついて整理しました。 
本基準の運用においては、学校の防災管理・防災教育の充実を目指すことが

重要であるため、今後も有識者を招いた「学校防災対策プロジェクト会議」を

活用するとともに、防災リーダー（防災教育等の中心となる教職員）を中心と

して、各校での確かな実践へとつなげていきたいと考えています。 

 

 

   

 

 

※補足 

この基準において、幼稚園への適用に当たり、特に記載があるものを除き以下の 

とおりとする。 

・「学校」とは、浜松市が設置する「小中学校」及び「幼稚園」とする。 

・「校長」を「園長」、「児童生徒」を「幼児」と読み替える。 
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事前の危機管理 

 

＜備える＞ 
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１ 学校安全、防災教育の充実 

（１）学校安全の構造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 学校安全計画 

     ・安全教育の各種計画に盛り込まれる内容と安全管理の内容を統合し、全体的な立場から、年間を 
見通した安全に関する諸活動の総合的な基本計画のこと。 

     ・安全点検、安全指導、職員研修の３項目の内容を必ず含めなければならない。 
※２ 危機管理マニュアル 

     ・事件・事故災害発生時における措置の具体的な内容及び手順を定めた対処要領のこと。 
     ・不審者の侵入事件や防災をはじめ各学校の事情に応じて策定する。 
       ⇒防災に特化した「危機管理マニュアル（災害安全編）」を策定する。 

※３ 安全学習（災害安全領域） 

 ・保健体育科、生活科、社会科、理科などの各教科や総合的な学習の時間。 
・道徳教育は、道徳的態度の形成という観点から、安全教育の基盤としての意義をもつ。 

※４ 安全指導（災害安全領域） 

 ・特別活動の学級（ホームルーム）活動や学校行事（防災・避難訓練）、課外指導。 
     ・日常の学校生活での指導や個別指導。 
 

【学校安全の領域】 

 「生活安全」･･･日常生活で起こる事件・事故、誘拐や傷害などの犯罪被害防止 
   「交通安全」･･･様々な交通場面における危険と安全 
   「災害安全」･･･地震・津波・風水害・土砂災害等、火災等 

学 

校 

安 

全 

安全教育 

安全管理 

組織活動 

対人管理 

校内の協力体制 

家庭及び地域社会との連携 

学校環境の安全管理 対物管理 

生活や行動の安全 

心身の安全管理 

安全指導 ※４ 

安全学習 ※３ 

学校安全計画 ※１ 
学校保健安全法第二十七条に基づく 

危機管理マニュアル ※２ 
学校保健安全法第二十九条に基づく 

  ●リスクマネジメント    （事前の危機管理） 

  ●クライシスマネジメント（事後の危機管理） 
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＜安全教育に関する法令等＞ 

 
【国】 
・教育基本法   ・学校教育法 
・学校保健安全法 ・学習指導要領（総則） 

【学校（園）】 

・危機管理マニュアル（災害安全編） 
・安全計画 等 

【浜松市】 

・浜松市地域防災計画 
・各区版避難行動計画 
・浜松市教育総合計画 
・浜松市立小中学校・幼稚園 防災対策基準 

指導内容・方法等の構築 家庭・地域・関係機関等との連携 

 

【防災対策プロジェクト会議からの課題】 

・防災教育における指導方法や教材の充実 
・学校と家庭・地域等との連携のあり方 
・教職員の危機管理意識の高揚 

【様々な災害】 

多様な自然・社会環境（都市部・沿岸部・ 
山間部）に伴う様々な災害 

【ねらい】 

◎防災教育における指導内容・方法等を構築する 
 

＜方策＞ 

１ 「防災教育ポータルサイト」「防災教材」の作成・活用 
２ 学校（園）防災リーダー研修の実施 
３ 学校（園）防災サポート事業（防災講座、有識者派遣等）の実施 
４ 防災教育に関する画像・映像等の提供・活用 

【ねらい】 

家庭・地域（自治会等）・関係機関（行政等）と連携し、 
◎防災教育を推進する 
◎児童生徒の安全管理体制の整備・強化を図る 
＜方策＞ 
１ 家庭・地域（自治会等）・関係機関（行政等）との連携 
（１） 登下校時等における児童生徒の避難場所等についての情報共有 等 
（２） 学校で行う防災訓練の地域との連携 等 
（３） 防災講座や防災連携連絡会の実施 等 
２ 中学校区との連携 
（１） 防災管理に係る情報の共有、幼・小・中合同引き渡し訓練の実施 等 

将来、地域の一員として、 

防災・減災を担う人材の育成 

【基本理念】 

様々な自然災害から、生きぬく子 （自助） 

自然災害発生後、共に生きのびる子（共助）  

  

  

  

【ねらい】 

◎防災における教職員の指導力の向上及び危機管理意識の高揚を図る 
＜方策＞ 

１ 「危機管理マニュアル（災害安全編）」の検証・改善、教職員等への周知 
２ 危機管理対応研修（管理職対象）、学校（園）防災リーダー研修の実施 
３ 防災における校内研修の企画・実施 
 （１） 防災教育に関する研修内容（防災リーダー中心） 
（２） 防災有識者派遣による学校の防災管理・防災教育への指導 

 

教職員の危機管理意識の高揚 

防災サポート事業の活用 

（２）浜松市学校防災グランドザイン 

の育成 

＜目指す姿＞ 
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（３）防災教育の充実 

 

① 防災教育の基本理念 

児童生徒に防災・減災力（自助・共助）を育んでいくことは、将来、地域

の一員として地域防災に貢献できる人を育てることにつながる。 
これらのことから、浜松市における学校の防災教育の基本理念を、 
「様々な自然災害から、生きぬく子【自助】」 
「自然災害発生後、共に生きのびる子【共助】」の育成 

とし、学校における防災教育の充実を図ることをとおして、 
「将来、地域の一員として、防災・減災を担う人材」の育成を目指す。 

 

② 学習指導要領における位置づけ 

○小学校（中学校）学習指導要領（平成 29 年告示）総則第 2の 2(2) 

 

 

 

 

 

 

○幼稚園教育要領（平成 29 年告示）第２章ねらい及び内容 健康 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 防災教育の手立て  

 【小中学校】 

○各学年における年間 10 時間程度の教科横断的な学習 

・防災学習 
主に防災・減災に関連した内容が含まれる教科をとおして学習する。 
また、総合的な学習の時間で防災・減災をテーマとした学習に取り組 
むこともできる。 

・防災指導 
主に特別活動をとおして行われる。行事として行う防災・避難訓練や 
訓練の前後に行う指導、学級活動における安全指導等がそれにあたる。 

 

２ 内容 
 (10) 危険な場所、危険な遊び方、災害時などの行動の仕方が分かり、安

全に気を付けて行動する。 
３ 内容の取扱い 
 (6) 安全に関する指導に当たっては、情緒の安定を図り、遊びを通して

安全についての構えを身に付け、危険な場所や事物などが分かり、安

全についての理解を深めるようにすること。また、交通安全の習慣を

身に付けるようにするとともに、避難訓練などを通して、災害などの

各学校においては、児童（生徒）や学校、地域の実態及び児童（生徒）

の発達の段階を考慮し、豊かな人生の実現や災害等を乗り越えて時代の社

会を形成することに向けた諸課題に対して求められる資質・能力を、教科

等横断的な視点で育成していくことができるよう、各学校の特色を生かし 

た教育課程の編成を図るものとする。 



 【幼稚園】 

○幼稚園における防災教育の内容と取扱い 

・幼児の発達の実情に応じて、日常的な指導を積み重ねることにより、 
災害などの際の基本的な対処の方法を確実に伝え、行動の仕方などに 
ついて理解できるようにする。 

・災害の際の行動の仕方については、幼稚園のある地域の特徴を理解し 
長期的な見通しをもちそれに対応した内容を計画的に指導するととも 
に、幼稚園全体の教職員の協力体制や家庭との連携の下、幼児の発達 
の特性を十分に理解し、日常的な指導を積み重ねていく。 

・火事や地震等の自然災害を想定した避難訓練は、災害時には教師の下 
でその指示に従い、一人一人が落ち着いた行動がとれるようにする。 
※参考資料  
幼稚園教育要領解説第２章第２節１心身の健康に関する領域「健康」 
 

④ 機会を捉えた防災教育 

過去に日本で大規模な自然災害が発生した時期や大雨や台風が近づく時

期の前後等を、防災教育の効果的な機会と捉える。 

    

⑤ 関係機関との連携 

○防災有識者派遣 
   平成 28 年 4 月 1 日 常葉大学付属社会災害研究センター 

「浜松市学校（園）防災対策プロジェクト事業に関する覚書」締結 
○防災講座の開催 
各区区振興課、各区行政センター、消防総務課、河川課 
静岡県西部地域局危機管理課、各警察署警備課 等 

過去に日本で起きた大規模な自然災害 

1 安政東海地震         1854 年 12 月 23 日 

2 関東大震災      ※前後に防災週間の設定 1923 年 9 月  1 日 

3 七夕豪雨／浜松市  1974 年 7 月  7 日 

4 阪神・淡路大震災   ※前後に防災週間の設定 1995 年 1 月 17 日 

5 東日本大震災     ※前後に防災週間の設定 2011 年 3 月 11 日 

6 広島土砂災害  2014 年 8 月 20 日 

7 台風第 18 号による記録的大雨／浜松市 2015 年 9 月 8 日 

8 熊本地震  2016 年 4 月 14 日 

9 九州北部豪雨  2017 年 7 月 初旬 

10 台風第 24 号による大規模停電／浜松市 2018 年 10 月 初旬 

11 熱海市伊豆山土砂災害 2021 年 7 月  3 日 

12 台風第 15 号の大雨による天竜区緑恵台土砂崩れ／浜松市 2022 年 9 月 下旬 

13 能登半島地震 2024 年 1 月  1 日 



（４）防災教材の活用 

 

①浜松市防災教育ポータルサイト 

  ・避難訓練の事前・事後指導 

・学級活動での安全指導 

 

②浜松市版防災ノート（電子ブック） 

 

 

 

 

 

※幼稚園は、「防災紙芝居」等の防災教材を随時活用。 
 

③ 活用場面の例 

  ・避難訓練の事前・事後指導 

・学級活動での安全指導 

  ・朝の会・帰りの会（機会教育）    

・教科の時間（理科、道徳等） 

  ・家庭・地域での使用 等 

 

小学校用 中学校用 

１～２年生 ３～４年生 ５～６年生 １～３年生 

    

それぞれ２年間活用 ３年間活用 
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（５）防災訓練の充実 

 

① 訓練の内容 

 
○地域の災害特性に合わせた訓練の設定 

「津波」「河川の氾濫」「土砂災害」等の想定される被害に合わせて訓練 

を設定する。学校が工業地域に隣接したり、木造住宅が密集したりして 
いる市街地にある場合は、爆発や火災などの二次災害の発生も考慮する。 

  ○訓練の実施・報告義務 

要配慮者利用施設（敷地内に浸水想定区域又は土砂災害警戒区域があ 

る学校）には、水防法又は土砂災害防止法に基づき、想定される浸水や 

土砂災害に係る「避難確保計画を作成する」「避難確保計画に基づく避難 

訓練を実施する」「市町村長（教育委員会）に対して訓練結果を報告する」 

ことが義務付けられている。 
  ○教職員一人一人が危機意識を高くもち、教職員のための訓練でもあるこ 

   とを自覚して参加する。机上（図上）訓練等を活用して、想定外の状況 

   でも落ち着いて児童生徒を避難誘導することができるよう訓練する。 
 

② 児童生徒への指導 

 

【事前】 

  ○「浜松市防災教育ポータルサイト」「浜松市版防災ノート」「防災教材」

等を活用し、事前に訓練の意義を児童生徒に十分理解させ、「自分の命は

自分で守り安全に行動する」ための訓練となるよう指導する。 

   ○机や身の回りにある物で頭部や体を保護するなど、第 1 次避難として、

命を守る避難行動を身に付けさせる。 
    ※避難時の援助や配慮を要する児童生徒等については、避難行動を指導

するとともに、心理的不安を取り除く配慮をする。 
  
【事後】 

  ○児童生徒は自身の行動を振り返り、「第 1次避難（災害発生と同時に命を

守る）」や、「第 2次避難（安全に避難場所まで移動する）」等の訓練につ

いて自己評価をする。 

  ○教員は、児童生徒がとった個々の避難行動や集団としての避難行動につ

いて指導するとともに、今後の発災に備え、とるべき避難行動や対策等

について確認する。 

 

◎防災訓練の実施は、小中学校では年間５回程度、幼稚園では月 1回程 

度とする。 

※実施時期・内容等は、学校や地域の実情に応じて設定する。 
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③ 訓練のねらいや内容の工夫例 

   

例 1) 第 1 次避難で命を守る行動を身に付けるシェイクアウト訓練 

  想定：地震が起きた瞬間に、自分の命を自分で守る 等 

・緊急地震速報や揺れを感じた瞬間に、頭部や体を守る 
・机、ヘルメット、身の回りにあるものを利用する 
・倒れてくるもの、落ちてくるものに注意して身を守る 
・避難行動として初動が正しく取れたか確認する 

 

例 2) 大規模地震（震度 5弱以上）を想定した訓練 

想定：突発的な発生、激しい揺れ、児童生徒がバラバラに避難 

   負傷者や動けない者あり 等 

以下のような状況を想定して設定して実施  
・点呼、整列しての避難ができない 
・複数災害の同時発生（地震→津波や火災、大雨→洪水や土砂災害等） 
・校長、養護教諭、担任の不在 

    ・避難場所での不明者の判明や負傷者への対応 
    ・トラブルの発生 

停電の発生、防火扉が閉まる、電話やインターネット使用不可能、 
運動場に避難ができない、校舎が損壊等による避難経路の変更 等 

 

例 3) 震度 4以下の地震を想定した訓練 

想定：被害が大きくなく、落ち着いて避難することができる 等 

・教室等で整列し、安全確認・点呼。 
・「お・は・し・も」の約束を守って避難する 
・避難経路、避難の注意事項を確認する 

    ・避難場所への速やかな集合・整列を確認する 
・消火栓、避難袋、消火器、担架等防災用具の活用 

 

例 4) 家庭・地域と連携した訓練 

想定：避難者による学校への避難、施設の利用 

    ・保護者への引き渡し訓練（場所や動線の確認、幼・小・中合同 等） 
    ・ＰＴＡ自主防災組織や消防署等との合同訓練 

・校舎への垂直避難における児童生徒と地域住民の避難場所を確認 
    ・夏休み等に各家庭での通学路の安全点検、避難場所等の確認 
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２ 災害時の配備体制 

(1)「勤務時間内」の配備体制 

○児童生徒、教職員の安全確保を最優先とする。 

○すべての学校において所在する区で震度５弱以上の地震を観測、または津波避難対 

象地区に所在する学校において津波警報、大津波警報が発表された場合は、「学校災 

害対策本部」を立ち上げ、以下の業務について対応する。 

「学校災害対策本部」の組織と対応 

組織 
担当

（例） 
内容 

実施時期の目安 

発生時 １日以内 ３日以内 

総
括
本
部
（
校
長
室
等
） 

管
理
職 

等 

・全体総括 ○ → → 

・教職員等への指示 ○ → → 

・各班からの情報の把握、連絡調整 ○ → → 

・教育委員会との連絡調整  ○ → 

・応急対応の検討・決定  ○ → 

・PTA との連絡調整   ○ 

・報道機関への対応   ○ 

・必要な人材の派遣要請   ○ 

情
報
連
絡
・
搬
出
班 

主
幹
教
諭
、
教
務
主
任
、 

情
報
主
任
、
学
校
安
全
担
当 

等 

・総括本部との連携 ○ → → 

・鍵、非常持ち出し品、重要書類等の搬出 ○ → → 

・メール等による保護者への連絡  ○ → 

・教育委員会への被害状況報告   ○ 

・来校者、電話への対応   ○ 

避
難
誘
導
・
安
全
確
認
班 

防
災
リ
ー
ダ
ー
、
学
級
担
任 

等 

・児童生徒の避難誘導、安否確認 ○ → → 

・負傷者、体調不良者の把握 ○ → → 

・避難場所での留め置き、児童生徒への対応 ○ → → 

・保護者への引き渡し場所の設定  ○ → 

・引き渡し人の身元確認  ○ → 

・ストレスを感じている児童生徒の心のケア   ○ 

配備体制 
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組織 
配備

（例） 
業務内容 

実施時期の目安 

発生時 １日以内 ３日以内 

救
護
班 

養
護
教
諭 

等 

・負傷者の保護、応急手当 ○ → → 

・負傷者の容態確認、医療機関への連絡 ○ → → 

・校医との連携、搬送先等のリスト作成  ○ → 

消
火
・
施
設
点
検
班 

学
年
主
任 

等 

・初期消火 ○ → → 

・施設の被害状況把握、安全点検  ○ → 

・危険箇所の処理、立ち入り禁止表示等  ○ → 

・通学路の被害状況把握、安全確認   ○ 

・ライフライン（電気・ガス・水道）の確認   ○ 

・ゴミ、トイレの管理   ○ 

（
緊
急
避
難
所
の
開
設
時
） 

避
難
所
運
営
支
援
班 

学
校
地
区
防
災
班
員 

等 

・体育館等施設の安全確認  ○ → 

・避難者受け入れ場所の確保  ○ → 

・避難者の誘導  ○ → 

・避難者カード、体調管理票等の配付  ○ → 

・非開放区域の表示  ○ → 

・避難所運営委員会との連携・支援   ○ 

※「避難所運営支援班」を担当する教職員等は、避難所において「避難所運営

委員会」が立ち上がり次第、学校再開業務に移行する。 
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(２)「勤務時間外（夜間、休日等）」の参集基準 

校長（対応できない場合は教頭等）は、被害状況や教育委員会からの情報を参考に、

必要と判断した教職員等へ、電話やメール、アンケート等を活用して参集を指示する。 

参集の留意事項 

・自分や家族の安全確保を優先した上で参集する。 

・居住地域周辺への被害や交通手段の途絶等の問題がある場合、2次災害の発生等を 

防ぐため無理に参集せず、可能な範囲で連絡を取る。 

・自宅等での待機とする教職員は、随時学校と連絡を取る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 設置基準の地震が発生しても、津波警報または大津波警報が発表された場合、避難指示発令地区 

に所在する学校については参集しない。 

※２ 遠地津波が発生した場合は、市立全小中学校において参集しない。 

体制 
設置基準 

※「浜松市地域防災計画」 解説・運用編 2-1 災害時の配備体制とその基準）を参考に作成 
参集の対象 

事前配備 

＜地震＞※１ ※２ 

・学校が所在する区で震度 5 弱の地震を観測したとき 
※南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の発表においては参集

する必要はないが、地震の発生に備えるとともにその後の情報収

集に努める 

＜風水害＞ 

・風水害により、避難情報が発令されたとき 

校長、教頭 

第 1次 

非常配備 

＜地震＞※１ ※２ 

・学校が所在する区で震度 5 強の地震を観測したとき 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された

とき  

＜風水害＞ 

・台風の接近 

 

・近い将来に相当な被害の発生が見込まれ、その対策のた

め学校災害対策本部を設置する必要があると校長が認

めるとき 

・主幹教諭、教務主任 

・学校安全担当 

・防災リーダー 

・学校地区防災班員 

 
※ただし、上記のうち、校長が必

要と判断した教職員等へ参集

を指示することができる 

第 2次 

非常配備 

＜地震＞※１ ※２ 

・学校が 所在する区で震度 6 弱の地震を観測したとき 

＜風水害＞ 

・特別警報（大雨、暴風、大雪、暴風雪）が発表されたと

き 

・台風等の風水害により、緊急安全確保が発令されたとき 

 

・その他相当な被害が発生し、または発生する恐れがあり、

その対策のため学校災害対策本部を設置する必要があ

ると校長が認めるとき 

・災害により、災害救助法による救助を適用する被害が発

生したとき 

原則として全教職員 

 
※ただし、上記のうち、校長が必

要と判断した教職員等へ参集

を指示することができる 
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３ 施設・設備の安全管理 

 （１）定期的な校舎・設備等の安全点検 

    ・点検時には、防災の観点も含め施設・設備の安全状況を確認する。 

    ・防災訓練実施前に、教職員による避難経路の確認作業を設定し、校

舎・設備の危険個所を確認するとともに、壁や柱、床の亀裂、天井

の剥離状況についても変化の様子を点検する。 

    ・転倒物、重量物等が転倒しないよう防止策を実施する。 

  

施設・備品の耐震チェックリスト例 

 
【校長室等・職員室】 
□ パソコンが机から落ちないように固定されているか。 

□ 鏡や額縁など壁に掛けた物は落下しないように固定しているか。 

□ 室内植物や消火器は転倒しないように固定しているか。 

□ 花瓶やショーケースのような壊れやすい物は棚から落下または滑らないように対

策を講じているか。 

□ 背の高いファイルロッカーや収納庫は固定しているか。ロッカーなどが並んでい

るときは相互に連結しているか。 

□ ファイルロッカーの引き出しには止め具を付けて、地震時に開かないようにして

いるか。 

□ ロッカーの上に思い箱や器具を置いていないか。 

□ コピー機やＦＡＸのような事務機や機械設備が床を滑ったり、固定台から外れた

りすることはないか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 

【教室】 
□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 本棚やロッカーは動かないように固定されているか。 

□ 清掃用ロッカーは動かないように固定されているか。 

□ ロッカー等の上に重い物や器具は置いていないか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策を講じられているか。 

【保健室】 
□ 保健用薬品は保管棚等から飛び出さないようになっているか。 

□ ベッドは滑らないよう対策が講じられているか。 

□ ロッカー等の上に重い物や器具は置いていないか。 

□ 壁に掛けられている時計は、落下しないように対策が講じられているか。 
【音楽室】 
□ ピアノやオルガンは動かないように対策が講じられているか。 

□ 楽器が保管棚から飛び出さないようになっているか。 

□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 
【理科室】 
□ 薬品や実験器具は転倒防止対策が講じられ、保管棚から飛び出さないようになっ

ているか。 

□ 危険薬品は倒れないよう適切に保管されているか。 

□ 実験器具は背の高いロッカーの上に置いてないか。 

□ 所要の火災防止措置はされているか。 

□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 
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【家庭科室】 
□ 調理器具や保管棚から飛び出さないようになっているか。 

□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ ガスボンベは倒れないように固定さているか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 

【美術室・技術室・図工室】 
□ 工作器具や保管棚から飛び出さないようになっているか。 

□ 絵の乾燥棚は通常、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 電動糸のこぎりは、作業台や棚の上から落下しないように対策が講じられている

か。 

□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 

【図書室】 
□ 本棚やロッカーは倒れないように固定されているか。 

□ パソコンが机から落ちないように固定されているか。 

□ テレビや音響機器は落下、滑らないように対策が講じられているか。 

□ 壁に掛けられている時計は落下しないように対策が講じられているか。 

【廊下・昇降口・職員玄関】 
□ 本棚やロッカー等は倒れないように固定されているか。 

□ 窓ガラスは飛散防止フィルムが貼ってあるか。 

□ 下駄箱は動かないように固定されているか。 

□ 時計は落下しないように対策が講じられているか。 

【給食室】 
□ 本棚やロッカー等は倒れないように固定されているか。 

□ ガスボンベは倒れないように固定されているか。 

□ 電源やガスなどの安全装置の作動性を定期的に点検しているか。 

 

（２）電気、水道に係る設備等の確認 

  ① 校舎の電気配置図 

・学校（園）施設内の電気室や高圧受電設備から配電盤を経由して各教 

室へ配線されている経路やコンセントの位置、容量等を確認しておく。 

    ※校舎が増築又は一部改築されている学校では、電気配線が複数の場

合がある。 

  ② 水道配置図 

・水道の元栓の位置、各施設への止水弁の位置、各止水弁の機能等を確認 

する。 

      ※元栓が複数ある場合の水の流れが複数に分流していることもある。 

    ※校舎が増築又は一部改築されている学校では、電気配線が複数にな

っていることもある。 
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４ 保護者との連絡体制の構築、共通理解 

（１）連絡体制の構築 

    連絡ツールへの登録を依頼し、通常時だけでなく災害発生等の緊急時においても、 

学校から迅速かつ確実に連絡ができる体制を整える。 

 

連絡ツール ・さくら連絡網 

主な機能 ・学校の停電時や休日の緊急対応時等においても、権限を付与され

た教職員の個人端末からメッセージやアンケートの送信が可能 

送信先 

 

・学校 → 自校の教職員、保護者等 

・教育委員会 → 各校の教職員及び保護者等の全登録者 

 

（２）保護者との共通理解 ※幼稚園における取り扱いについては、本対処に準ずる。 

○年度当初の周知、協力依頼 

・災害発生時における休校等の対処基準 

・通学路の危険箇所や登下校中の避難場所等の家庭での確認 

○保護者の判断による安全確保 

自宅周辺が自然災害等の影響で危険な状況にあり「児童生徒が安全に登校する 

ことができない」と保護者が判断した場合は、登校を控え、自宅等で子供の安全 

を確保する。 

この場合、校長は、遅刻を「出席」扱い、欠席を「出席停止」扱いとすることが 

できる。 

   

※関連規則「浜松市立小中学校 児童生徒指導要録の様式及び取り扱い」 

（令和 2年 3 月浜松市教育委員会） 

・Ｐ17(9)出欠の記録の欄／ア授業日数の欄 

『学校教育法施行規則第 63 条（中学校は第 79条準用規定）（非常変災等の臨時休業）』に 

基づき、校長は、臨時に授業を行わないことができる。 

・Ｐ18(9)出欠の記録の欄／イ出席停止・忌引き等の日数の欄 

『(エ)非常変災等児童生徒又は保護者の責任に帰することのできない事由で欠席した場 

合などで、校長が出席しなくてもよいと認めた日数』に基づき、校長は、遅刻を「出席」 

扱い、欠席を「出席停止」扱いとすることができる。 
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災害発生時の 

危機管理 

 

＜命を守る＞ 
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１「避難情報（警戒レベル）」と「防災気象情報」 

浜松市からは、市民に早めの避難等を呼びかけるために避難情報が発令される。 
気象庁等からは、「警戒レベル相当」として防災情報が発表される。 
 
浜松市から発令される 

警戒レベルと避難情報 
 

気象庁等から発表される 

警戒レベル相当の気象情報（例） 

５ 緊急安全確保  ５相当 大雨特別警報 氾濫発生情報 

４ 避難指示  ４相当 土砂災害警戒情報 氾濫危険情報 

３ 高齢者等避難  ３相当 
大雨警報 

洪水警報 
氾濫警戒情報 

 

 

【参考資料】気象庁「段階的に発表される防災気象情報と対応する行動」 
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対処基準 

(1)地震災害編 

地震に関する情報 

■緊急地震速報 

最大震度５弱以上が予測される場合、強い揺れが始まる数秒～数１０秒前に発信 

■浜松市「防災ホッとメール」 

 観測された区ごとの震度、発生規模、震源の深さ等の発信 

■浜松市防災マップ 

南海トラフ巨大地震レベル２で想定される震度分布図、緊急避難場所の確認 

■静岡地方気象台 防災気象情報ポータル 

地震速報、震源・震度に関する情報 

 

■災害伝言ダイヤル･･･震度 6弱以上の地震等、大きな災害が発生したときに 

開設される NTT の災害伝言サービス 

 

携帯電話やスマートフォン、テレビ、ラジオ 
避難所に設置された同報無線 等 

伝言の録音方法 

１ ７ １ にダイヤル 

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽが流れます 

録音の場合 １ 

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽが流れます 

被災地の人の電話番号 

(×××)- ×××- ×××× 

伝言の再生方法 

１ ７ １ にダイヤル 

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽが流れます 

再生の場合 ２ 

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽが流れます 

被災地の人の電話番号 

(×××)- ×××- ×××× 



■地震発生に伴う学校の対処 

(1)登校前 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※できる限り中学校区で対応を統一できるよう検討する。 

※「休校」の判断後に登校してきた児童生徒がいる場合は、学校に留め置いた上で 

保護者と連絡を取り、学校で引き渡しをする。 
※教育委員会は、必要に応じて学校（校長会）と学校運営について検討する。 
 

情報収集 

学校の所在区で 

「震度４」以下を観測 

学校の所在区で 

「震度５弱」以上を観測 

原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

学校に被害がある、教職員が揃わな

い、被害状況が分からない等の場合は、

「休校」とすることができる。 

 

原則「休校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

学校や通学路の安全等が確認できた

場合は、「登校時刻を遅らせる」又は「開

校」とすることができる。 

地震災害編 

地震が発生 

※震源の位置によって地域ごとの震度が異なることが想定されるため、 

「浜松市防災ホッとメール」等で学校の所在区の震度を確認する。 

「休校」を判断する条件の例 

・被害状況が把握できているか 

・学校施設や、電気・水道・トイレ等は使用可能か 

・教職員の出勤は可能か 

・通学路は安全か 

  ・地域の様子や交通状況に混乱はないか 等 

※通学路や地域の被害状況を把握するためには、「さくら連絡網」の 

アンケートを活用するなど、地域や保護者の協力を得ることも有効 

である 



(2)在校中（登下校中、夕方や休日の部活動中も含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ※地震災害の場合は、学校で児童生徒の安全を確保し、確実に保護者に引き渡すこと 

が望ましいが、通学路や地域の安全が確認できている場合であれば、集団下校等と 
することができる。 

命を守る行動 
机の下にもぐり頭を守る、倒れてくる物に注意する 等 

第 1次避難場所へ避難 
必要に応じて第 2次避難場所へ避難 

学校の所在区で 

「震度４」以下を観測 

学校の所在区で 

「震度５弱」以上を観測 

原則 教育活動継続 
 

＜原則＞ 

学校施設や電気・水道・トイレ等

が使用できない等の場合は「教育活

動を中止し児童生徒を留め置き」と

することができる。 

教育活動中止 

児童生徒の留め置き 
 

中学校区での情報共有 
 

学校又は緊急避難場所にて 

保護者への引き渡し 

通常通りの下校 

地震災害編 

地震が発生 

必要に応じて保護者へ連絡 

・児童生徒の安否  ・避難している場所 ・学校の被災状況   

・学校周辺の状況  ・下校方法    ・引き渡しの際の注意事項 等 

情報収集 

※震源の位置によって地域ごとの震度が異なることが想定されるため、 

「浜松市防災ホッとメール」等で学校の所在区の震度を確認する。 



 

 
 
 
 
 
１ 南海トラフ地震とは 

  駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て日向灘沖までのフィリピ

ン海プレート及びユーラシアプレートが接する海底の溝状の地形を形成する区域を「南海トラフ」

という。この南海トラフ沿いのプレート境界を震源とする大規模な地震が「南海トラフ地震」で

ある。南海トラフ地震は、おおむね 100～150 年間隔で繰り返し発生しているが、その発生間隔に

は、ばらつきがあり、震源域の広がり方には多様性があることが知られている。 

  昭和東南海地震及び昭和南海地震が起きてから 70年以上が経過しており、南海トラフにおける

次の大規模地震の切迫性が高まってきている。 

 

２ 「南海トラフ地震臨時情報」が発表される条件   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対処基準 

(2)南海トラフ地震編 

＜気象庁リーフレット「南海トラフ地震 －その時の備え－」より抜粋＞ 



■「南海トラフ地震臨時情報」発表に伴う学校の対処 

  南海トラフ地震の関する情報は、気象庁「南海トラフに関する情報発表ページ」 

やテレビ、ラジオ等から確認する。 

 

学校の対応 

予
兆
と
な
る
現
象
の
発
生
か
ら
２
時
間
程
度 

 

２
時
間
後
～
１
週
間 

 

１
週
間
～
２
週
間 

 

 

南海トラフ地震編 

想定震源域またはその周辺で「M6.8

以上の地震」が発生 

想定震源域のプレート境界面で「通常とは

異なるゆっくりすべりが発生」した可能性 

発生から５分～３０分後 

南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

【学校の対応】※情報収集、必要に応じて教育委員会と連絡調整 

地震の発生に注意しながら「通常通りの活動」 

・想定震源域のプレート

境界で「M8.0 以上の地震」

が発生 

・想定震源域又はその周辺で

「M7.0 以上の地震」が発生 

・通常と異なる「ゆっくりす

べり」を観測 

当てはまる現象 

なし 

南海トラフ地震臨時情報 

（巨大地震警戒） 

南海トラフ地震臨時情報 

（巨大地震注意） 

南海トラフ 

地震臨時情報 

（調査終了） 

原則「開校」「教育活動継続」 

・情報収集、必要に応じて教育委員会と連絡調整 

※日頃からの地震への備えを再確認する 

※津波からの避難が間に合わない一部の地域で 

の活動を控える 等 

通常通りの 

活動 

※大規模地震が

起きる可能性

がなくなった

わけではない

ことに留意 

通常通りの活動 

※大規模地震が起きる可能性がなくなったわけ 

ではないことに留意 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

「
危
機
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
災
害
安
全
編
）」
地
震
災
害
編
ペ
ー
ジ
に
基
づ
い
て
対
応
す
る
。 

発表 

発表 

発表 発表 

浜
松
市
で
地
震
が
発
生
し
た
場
合 



津波に関する情報 

■津波に関する情報 

津波注意報、津波警報、大津波警報の発令、沿岸部の地域への注意喚起 

■浜松市「津波浸水深マップ」 

静岡県第４次地震被害想定レベル２における「防潮堤あり・なし」の津波想定浸水

域を地図上で確認することができる。 

■静岡地方気象台 防災気象情報ポータル 

津波警報・津波注意報等に関する情報 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

種類 発表基準 

発表される津波の高さ 
想定される被害と 

取るべき行動 
数値での 

発表 

巨大地震の

場合の発表 

大津波 

警報 

 

予想される津波の高

さが高いところで 

3m を超える場合 

10m 以上 

巨大 

・木造家屋が全壊・流失し、人は津

波による流れに巻き込まれる。 

・沿岸部や川沿いにいる人は、ただ

ちに高台や避難ビルなど安全な場

所へ避難する。 

5m から 10m 

3m から 5m 

津波 

警報 

 

予想される津波の高

さが高いところで 

1m を超え、3m 以下の

場合 

1m から 3m 高い 

・標高の低いところでは津波が襲い

浸水被害が発生する。人は津波に

よる流れに巻き込まれる。 

・沿岸部や川沿いにいる人は、ただ

ちに高台や避難ビルなど安全な場

所へ避難する。 

津波 

注意報 

予想される津波の高

さが高いところで 

0.2m 以上、1m 以下の

場合であって、津波に

よる災害のおそれが

ある場合 

0.2mから 1m 表記しない 

・海の中では人は速い流れに巻き込

まれ、また、養殖いかだが流失し

小型船舶が転覆する。 

・海の中にいる人はただちに海から

上がって、海岸から離れる。 

対処基準 

(3)津波災害編 

携帯電話、防災ホッとメール、同報無線、テレビ、ラジオ 等 
 



■「津波警報」等の発表に伴う学校の対処 

(1)登校前（地震を伴う津波、遠地津波） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※できる限り中学校区で対応を統一できるよう検討する。 

(2)在校中（地震を伴う津波、遠地津波） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「津波注意報」 「津波警報」「大津波警報」 

原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

※大規模地震が発生している場合は、「(1)地震災害編」に 

基づいて対応する。 

＜原則＞ 

所在地によっては「休校」とすることができる。 

「休校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

※津波の状況や通学路の安

全が確認できない場合も

含め、児童生徒の安全を優

先し休校とする。 

「津波注意報」 「津波警報」「大津波警報」 

原則 教育活動継続 
 

※大規模地震が発生している場合は、「(1)地震災害編」に 

基づいて対応する。 

※沿岸部、川沿いで活動している場合は、ただちに教育活 

 動を中止し、安全な場所に避難する。 

＜原則＞ 

学校の所在地によっては、「教育活動を中止し児童

生徒を留め置き」とすることができる。 

避難 

第 1 次避難場所 
 

第 2 次避難場所 
教育活動中止 

児童生徒の留め置き 
・中学校区での情報共有 

 

津波災害編 

対象外の学校 

学校又は緊急避難場所にて 

保護者への引き渡し 

通常通りの下校 

必要に応じて保護者へ連絡 

・児童生徒の安否  ・学校の被災状況 ・避難している場所  

・学校周辺の状況  ・下校方法    ・引き渡しの際の注意事項 等 

対象校 
※【補足】ページ(1)の学校 

対象外の学校 対象校 
※【補足】ページ(1)の学校 



【補足】 

１ 対象校 

 「浜松市津波避難計画（令和 8年 2月）」に示された「安政東海地震における推定 

津波浸水域」と「静岡県第 4次地震被害想定に基づく南海トラフ巨大地震（レベル 2） 

の津波想定区域」を合わせた避難対象地区に所在する学校を対象校とする。 

  

（１）避難対象地区に所在する学校  

対象校は、浜松市「津波浸水深マップ」をとおして、自校の学区や敷地内の浸水想 

定域、浸水深を確認する。 

※下線は、学校敷地内に浸水するおそれがある学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）備考 

上記に記載されてない学校であっても、浸水域にある学校と同じ中学校区に所在し 

ていたり、隣接していたりする学校については、必要に応じて「津波災害編」と同様 

の対処を検討する。 

 

中学校区 中学校 小学校 (幼稚園) 中学校区 中学校 小学校 (幼稚園) 

舞 阪 舞阪 舞阪 江 南 江南 砂丘 南の星 (南の星) 

雄 踏 雄踏 雄踏 篠 原 篠原 篠原 

入 野 入野 入野 西都台 大平台 庄 内 庄内 庄内 村櫛 (北庄内) (村櫛) 

東 部 東部 相生 神久呂 神久呂 神久呂 (神久呂) 

西 部 西部 県居 南 陽 南陽 芳川 芳川北 (芳川) 

南 部 南部 白脇 (白脇) 東 陽 東陽 芳川 河輪 (芳川) 

富 塚 富塚 富塚 富塚西 可 美 可美 可美 (可美) 

江 西 江西 浅間 新 津 新津 新津 砂丘 

湖 東 湖東 
伊佐見 和地 

 (伊佐見)  
細 江 細江 

気賀 西気賀 伊目 
(西気賀) (中央) (伊目) 

三ヶ日 三ヶ日 
三ヶ日西 三ヶ日東 尾奈 
(大崎) (尾奈) 

19 校区 19 校 30 校 (13 園) 

 

津波災害編 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※学区が遠州灘沿岸又は浜名湖湖畔沿いに面する学校は、「高潮警報」「高潮特別警報」 

が発令された際には、登下校等の安全に十分注意する。 

 

対処基準 
(4)気象情報編(大雨・台風等) 

気象情報に関する情報 

■浜松市防災ホッとメール 

 浜松市における最新の災害情報を発信（警報・注意報、緊急避難場所の開設状況等） 

■静岡地方気象台 防災気象情報ポータル 

天気予報、発表されている警報・注意報、アメダス、降水ナウキャスト等 

■気象庁「キキクル（雨雲の動き）」 

１時間後までの雨雲の動き、現在の危険度分布図（浸水・土砂・洪水） 

「線状降水帯の発生」「記録的短時間大雨情報」等の発表 

■サイポスレーダー（静岡県土木総合防災情報） 

観測データ（河川の水位等）、気象情報 

休校の基準となる気象情報 

特別警報 

【市内すべての学校】 

・暴風特別警報 ・大雨特別警報 

・大雪特別警報 ・暴風雪特別警報 

警報 

【遠州南・浜松市南部（中央区、浜名区）に所在する学校】 

・暴風警報 ・暴風雪警報 ・大雪警報 

 

【遠州北・浜松市北部（天竜区）に所在する学校】 

・暴風警報 ・暴風雪警報 ・大雪警報 

・大雨警報（土砂災害、浸水害、土砂災害・浸水害）  

・洪水警報 
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■大雨・台風等に係る気象情報の発表に伴う学校の対処 

 (1)登校前 
 
 
 
 
 
 
 
 

※市内全域に大きな影響があると見込まれた場合、教育委員会が 

 全校もしくは一部地域の学校へ休校の措置を講じることがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※できる限り中学校区で対応を統一できる 
よう検討する。 

 
 
 
 
 
 

【前日まで】 

翌日に暴風や大雨による影響が見込まれる場合 

 

・中学校区で、休校や登校時刻の変更等の対応について確認 

・予定されている行事や校外学習等の実施について検討 

・状況に応じて、学校の運営予定や登下校時の安全確保等について 

保護者へ連絡 

学校の対象地区に 

「警報」や「特別警報」

の発表なし ＜警報＞ 

・暴風 ・大雪 

・暴風雪 

 

＜特別警報＞ 

・大雨 ・暴風 

・大雪 ・暴風雪 

原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

警報等が発表されていない状況

であっても、暴風雨や通学路の冠

水、土砂災害の危険等が想定される

場合は、「始業時刻を遅らせる」又

は「休校」とすることができる。 

当日の●時●●分の時点 

「休校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

気象情報編（大雨・台風等） 

遠州南・浜松市南部 

（天竜区以外）の学校 
遠州北・浜松市北部 

（天竜区）の学校 

＜警報＞ 

・大雨 ・洪水 

・暴風 ・大雪 

・暴風雪 

＜特別警報＞ 

・大雨 ・暴風 

・大雪 ・暴風雪 
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(2)在校中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

下校方法の決定 
・児童生徒や教職員、保護者の安全を優先とした方法とする。 

学校又は緊急避難場所にて

保護者への引き渡し 

教職員の引率 

による集団下校 

通常通りの 

方法で下校 

学校の対象地区に 
・休校の基準となる警報等が発表された 

・「警報」等の発表はないが、今後の天候悪化 

が予想される 

必要に応じて「避難」 

教育活動中止 
 

下校の準備 

集団下校 

下校できない 下校できる 

児童生徒の留め置き 

今後の対応を検討 
 

※児童生徒の安全を確保した上で、

教育活動の継続等に対応をとる。 

※引き続き、天候の回復や警報の解

除等の情報収集に努める。 

天候が悪化する前に下校を検討 
・今後の気象情報 

・学校周辺の状況（暴風雨の様子等） 

 ・中学校区での情報共有 

気象情報編（大雨・台風等） 

必要に応じて保護者へ連絡 

・下校方法 ・今後の気象情報 ・学校周辺の状況  

・引き渡しの際の注意事項 等 

児童生徒のみで 

安全に下校できる 

児童生徒のみで 

安全に下校できない 

原則「教育活動継続」 
＜原則＞ 

状況によっては、「教育活

動を中止し下校」や「児童生

徒を留め置き」とすることが

できる。 

学校の対象地区に 

「警報」や「特別警報」

の発表なし 
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【参考資料】雷・竜巻に関する情報 

発達した積乱雲がもたらす落雷や竜巻等の突風については、局地的な短時間の現象で

あり、場所と時間を特定した予測が困難である。 

 学校は、気象情報に注意し、天候の急変などの場合には、活動を中止して避難したり、

計画を変更したりするなど、児童生徒の安全を確保する。 

 

(1)落雷・竜巻等突風の予兆 

 

 

 

 

 

 
(2)情報の収集 

・「浜松市防災ホッとメール」で「雷注意報」「竜巻注意情報」を受診 

・「雷ナウキャスト」「竜巻発生確度ナウキャスト」で位置情報を確認 

 

(3)避難行動の例 

 予想される状況 避難行動の例 

雷
に
関
す
る
対
応 

・雷注意報の発表 

・真っ黒い雲が近付き、周囲 

が急に暗くなる。 

・大粒の雨や雹が降り出す。 

・雷鳴、雷光を確認した。 

・近くに雷が落ちた。 

〇速やかに建物の中に避難する。 

○運動場、プール、屋外での校外学習等で 

の活動は直ちに中止し避難する。 

※近くに避難する場所がない場合は、高い

木から離れ、できるだけ姿勢を低くする。 

・雷が止む。 ○雷鳴が止んでから20分程度は落雷の危険 

性があるため、安全な場所で待機する。 

 

 予想される状況 避難行動の例 

竜
巻
に
関
す
る
対
応 

・竜巻注意情報の発表 

・漏斗状の雲が現れた。 

・ジェット機のような轟音が 

聞こえる。 

・耳に異常を感じるほどの気 

圧の変化を感じる。 

・竜巻等突風が接近している。 

〇屋外にいる場合は、空の様子に注意し、 

早めに建物の中に避難する。 

○屋内にいる場合は、窓やカーテンを閉め、 

窓からできるだけ離れた場所で身を守 

る。 

※テントや樹木等が倒壊したり飛ばされた 

りする可能性があるため、飛散物の接近 

にも注意する。 

 

＜気象庁ホームページより＞ 

＜QR コード：気象庁ナウキャスト＞ 
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 ｖ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

避難情報及び河川の氾濫に関する情報 

■浜松市防災ホッとメール 

 浜松市における最新の災害情報を発信（避難情報、緊急避難場所の開設状況等） 

■浜松市の避難情報に係る緊急速報通知 

避難情報、緊急避難場所の開設状況等 

■浜松市防災マップ 

河川別のハザードマップによる洪水浸水想定区域や想定される浸水の深さ 等 

■静岡地方気象台 防災気象情報ポータル 

指定河川洪水予報、川の防災情報（水位等）等 

■気象庁「キキクル（洪水）」   「キキクル（浸水）」 

氾濫の危険がある河川、浸水の危険がある地域の確認 

■サイポスレーダー（静岡県土木総合防災情報） 

洪水予報、水位到達情報、水位情報、ライブカメラ 

■浜松市土木防災情報システム 

河川ライブカメラ（安間川、馬込川、新川、芳川、高塚川、堀留川、堀留運河 等） 

■天竜川のようす 

浜松河川国道事務所が管理している天竜川のカメラ画像 

■同報無線、広報車       

 浜松市における最新の避難情報を発信 

 

対処基準 

(5)避難情報編(Ⅰ) 

河川の氾濫 

携帯電話・スマートフォン等 
 



 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

避難情報が発令される地区・町字名  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水系 河川名 対象区 地区名（町字名） 

天竜川水系 

天竜川 

中央区 

浜名区（北地域及び三方原地区を除く） 

天竜区 

安間川 
中央区 

江東（名塚町） 

笠井、和田、長上、中ノ町、蒲、積志（大島町、中郡町） 

飯田、芳川（石原町、金折町、西伝寺町、芳川町、本郷町、

安松町） 

浜名区 北浜（寺島、善地） 

阿多古川 

天竜区 

天竜上阿多古（東藤平、西藤平大沢、西藤平白野、西藤平

上落合、西藤平下落合）、天竜熊、天竜下阿多古 

二俣川 天竜光明、天竜二俣 

気田川 
春野町（気田、犬居）、水窪町山住（門桁）、 

天竜竜川、天竜小川松間、天竜小川中島 

水窪川 佐久間町（山香、城西）、水窪町（奥領家、地頭方） 

馬込川水系 

馬込川 
中央区 

駅南、江東、江西、曳馬、アクト、北、中央、県居、城北、

西 

長上、積志、蒲、和田 

白脇、新津、飯田、芳川、可美 

浜名区 浜名、北浜、麁玉 

芳川 中央区 

江東、駅南（北寺島町）、曳馬（茄子町、細島町） 

アクト（船越町、中央二丁目、中央三丁目） 

蒲、長上（天王町、中田町、原島町）、和田（和田町） 

白脇、芳川、五島（西島町）、飯田（青屋町、三和町、渡瀬

町） 

都田川水系 

都田川 

浜名区 

都田、細江、引佐(11、13、14、16 区) 

井伊谷川 
細江（8 区、小野、下村、清水、呉石、上町、跡川、刑部、

祝田、広岡、石岡）引佐（3～7 区、13、14 区、花平、伊平） 

釣橋川 
三ヶ日（上神、下神、西町、西天、摩訶耶、岡本、東天、

宇志、御薗、只木、鵺代） 

 

－避難情報編(Ⅰ)－  

河川の氾濫【A】外水氾濫系 

外水氾濫とは？ 
川の水が堤防から溢れるまたは、川の堤防が破堤し

た場合に起こる洪水。 
大量の流れの速い氾濫流が一気に市街地に流入し、

短時間で居住地の浸水被害が起こるため、人的被害を

伴う大きな災害になるおそれがある。 

 
 

※天竜川氾濫に伴う避難情報は、区ごとに発令さ

れる。学校は、校区における天竜川の洪水浸水

想定域（想定最大規模）及び浸水深を確認する。 



■避難情報発令に伴う学校の対処（Ⅰ）河川の氾濫 
 

【Ａ】外水氾濫系 
 

(1)登校前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※市内全域に大きな影響があると見込まれた場合、教育委員会が 

 全校もしくは一部地域の学校へ休校の措置を講じることがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※できる限り中学校区で対応を統一できる 
よう検討する。 

 
 
 
 
 
 

【前日まで】 

河川の水位上昇につながる大雨の情報 
・大雨が続いている 

・線状降水帯の発生、記録的短時間大雨情報、 

前線の停滞、台風接近などの予報の発表 

 

※中学校区で、休校や登校時刻の変更等の対応について確認 

※予定されている行事や校外学習等の実施について検討 

※状況に応じて、学校の運営予定や登下校時の安全確保等について 

保護者へ連絡 

学校の対象地区に 

「避難情報」の発令なし 
学校の対象地区に「避難情報」発令 

・警戒レベル 3「高齢者等避難」 

・警戒レベル 4「避難指示」 

・警戒レベル 5「緊急安全確保」 

原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

避難情報が発令されていない

状況であっても、通学路の冠水や

土砂災害の危険等が想定される

場合は、「始業時刻を遅らせる」

又は「休校」とすることができる。 

当日の●時●●分の時点 

「休校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 



 (2)在校中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 

今後の大雨等への対処として、天候悪化前の下校等を検討する場合は、 

「気象情報編（大雨・台風等）(2)在校中ページ」を参考とする 

下校できる 

通常通りの 

方法で下校 

集団下校 
※必要に応じて 

教職員の引率等 

保護者への引き渡し 
※通学路の状況や下校の時間帯など、児童生徒の

安全に配慮する必要がある場合 

下校できない 

情報収集 
 

※今後の雨量や河川の水位、避難情報等を把握する 

 例）大雨が続き、警戒レベルが上がることが予想される 

※地域の冠水箇所や危険箇所等を把握する 

 例）安全を優先して通学路を確認する、保護者等から情報を得る 

教育活動を継続しながら情報収集 

下校時刻であれば児童生徒の留め置き 

保護者へ連絡 

「ゲリラ豪雨」や「線状降水帯」等の発生 

「大雨警報」や「記録的短時間大雨情報」等の発表 

大雨により、河川の水位が上昇 

学校の対象地区に「避難情報」発令 
 

警戒レベル３    警戒レベル４    警戒レベル５ 

高齢者等避難 → 避難指示 → 緊急安全確保 
 

必要に応じて「避難」または「安全確保」 

【気象庁キキクル】 

【浜松市土木防災情報システム】 

雨雲レーダー等の情報 

現在の河川の水位等の情報 

状況の改善 
※天候の回復、避難情報の解除、

通学路の安全確認等 

【発令時の注意事項】 

・雨の降り方や地域の冠水等の状況は、学校の所在地によって異なるため、児童生徒等の

安全を最優先し、学校の実情に応じた判断・対処とする。また、関係する中学校・小学

校・幼稚園で情報共有に努める。 

・警戒レベル４「避難指示」、または警戒レベル５「緊急安全確保」の発令中は、下校時

に危険が伴う。特に、学区に浸水想定区域を含む学校は、児童生徒を急いで下校させず

に学校へ留め置き、今後の対応や保護者連絡等について検討を進める。 

保護者へ連絡 

下校時刻、下校方法を決定 
※教育活動を中止して下校時刻を早める場合は、帰宅

できない児童生徒や迎えに来られない保護者に配

慮し、該当児童生徒を留め置く等の対応をとる 

保護者へ連絡 



【補足】 

対象河川ごとの避難情報発令地区に所在する学校 

※下線は、学校の敷地内に浸水想定区域を含む学校 

※（町名）がある場合は、地区全体ではなく町単位にのみ避難情報が発令される。 

※対象校は、浜松市「防災マップ」をとおして自校の敷地内や学区の浸水想定域 

 や浸水深を確認する。 

（１）天竜川  

※天竜川の氾濫に係る避難情報は、区ごとに発令される。 

※白脇小（南地域）、相生小（中地域）は、中学校と所在する区が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 

区 中学校 小学校 幼稚園 区 中学校 小学校 幼稚園 

中
央
区
（
中
地
域
（
三
方
原
地
区
を
除
く
）） 

西部 県居、鴨江、西  

中
央
区
（
南
地
域
） 

東部 
飯田、 

相生（中地域） 
飯田 

南部 
竜禅寺、双葉 

白脇（南地域） 
白脇 新津 新津、砂丘  

中部 中部  可美 可美 可美 

八幡 東、船越  江南 砂丘、南の星 南の星 

曳馬 曳馬、上島  東陽 河輪、芳川  

江西 浅間、双葉  南陽 芳川、芳川北  芳川 

佐鳴台 佐鳴台  

浜
名
区
（
浜
北
地
域
） 

浜名 浜名、内野 
小松 

内野 

中
央
区
（
東
地
域
） 

与進 与進、与進北 与進 北浜 
北浜、北浜南 

伎倍  
北浜南 

天竜 
和田、中ノ町、 

和田東 

和田 

中ノ町 
浜北北部 中瀬、赤佐 

中瀬、上島 

赤佐、赤佐西 

笠井 豊西、笠井 
豊西  

笠井 
北浜東部 北浜東、北浜北 

北浜東 

北浜北 

北浜中央 

丸塚 佐藤、蒲  麁玉 新原 新原 

積志 積志、有玉 
橋爪 

有玉 天 

竜 

区 

清竜 二俣、下阿多古 
二俣 
下阿多古 

中郡 大瀬、中郡 万斛 光が丘 光明、横山 光明 

中
央
区
（
西
地
域
） 

入野 入野  佐久間 佐久間  佐久間 

篠原 篠原   

舞阪 舞阪  



（２）馬込川  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）安間川 

※（町名）がある場合は、地区全体ではなく、町単位にのみ避難情報が発令される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

駅南地区 南部 竜禅寺、双葉 白脇 

江東地区 東部、丸塚、八幡 相生、佐藤、東  

曳馬地区 曳馬、八幡 曳馬、上島、船越  

アクト地区 八幡、中部 東、船越、中部  

江西地区 江西 浅間、双葉  

北地区 中部 中部  

中央地区 中部 中部  
県居地区 西部 県居  

城北地区 北部、蜆塚 追分、城北、広沢  

西地区 西部 鴨江、西  

長上地区 与進、中郡 与進、与進北、大瀬 与進 

積志地区 積志、中郡 積志、有玉、中郡、大瀬 橋爪、有玉、万斛 

和田地区 天竜 和田、和田東 和田 

蒲地区 丸塚 蒲  

飯田地区 東部 飯田 飯田 

芳川地区 南陽、東陽 芳川、芳川北 芳川 

白脇地区 南部、江南、東部 白脇、竜禅寺、砂丘、相生 白脇 

新津地区 新津 新津、砂丘  

可美地区 可美 可美 可美 

浜 

名 

区 

北浜地区 北浜、北浜東部 北浜南、伎倍、北浜、北浜東、北浜北 
北浜南、北浜東、 

北浜北、北浜中央 

浜名地区 浜名 浜名、内野 小松、内野 

麁玉地区 麁玉 新原、麁玉 宮口、新原 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

江東地区（名塚町） 

 東部 相生  

長上地区 与進、中郡 与進、与進北、大瀬 与進 

積志地区（大島町、中郡町） 

 中郡 中郡、大瀬 橋爪、万斛 

和田地区 天竜 和田、和田東 和田 

中ノ町地区 天竜 中ノ町 中ノ町 

蒲地区 丸塚 蒲  

笠井地区 笠井 笠井、豊西 笠井、豊西 

飯田地区 東部 飯田 飯田 

芳川地区（石原町、金折町、西伝寺町、芳川町、本郷町、安松町） 

 南陽、東陽 芳川、芳川北 芳川 

浜 

名 

区 

北浜地区（寺島、善地） 

 北浜、北浜東部 北浜、北浜南、北浜東 
北浜南、北浜東、 

北浜中央 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 



（４）芳川  

※（町名）がある場合は、地区全体ではなく、町単位にのみ避難情報が発令される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）都田川  

※（町字名）がある場合は、地区全体ではなく、町字単位にのみ避難情報が発令される。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）井伊谷川 

※（町字名）がある場合は、地区全体ではなく、町字単位にのみ避難情報が発令される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

浜 

名 

区 

都田地区 都田 都田、都田南  

細江地区 細江 中川、気賀、西気賀、伊目 
中央、中川、高台、 

西気賀、伊目 

引佐地区 11、13、14、16 区 ※自治会単位 

 引佐南部 金指 金指 

 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

江東地区 東部、丸塚、八幡 相生、佐藤、東  

駅南地区（北寺島町） 

 南部 竜禅寺  

曳馬地区（茄子町、細島町） 

 八幡 船越  

アクト地区（船越町、中央二丁目、中央三丁目） 

 八幡 船越、東  

長上地区（天王町、中田町、原島町） 

 与進 与進、与進北 与進 

和田地区（和田町） 

 天竜 和田 和田 

蒲地区 丸塚 蒲  

飯田地区（青屋町、三和町、渡瀬町） 

 東部 飯田 飯田 

五島地区（西島町） 

 江南 南の星 南の星 

芳川地区 南陽、東陽 芳川、芳川北 芳川 

白脇地区 南部、江南、東部 白脇、竜禅寺、砂丘、相生 白脇 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

浜 

名 

区 

引佐地区 3、4、5、6、7、13、14 区、花平、伊平区 ※自治会単位 

 
引佐南部 金指、井伊谷 

金指、引佐、伊平、

奥山 

細江地区 
細江町（8区、小野、下村、清水、呉石、上町、跡川、刑部、祝田、広岡、石岡） 

※自治会単位 

 
細江 中川、気賀、西気賀 

中央、中川、高台、 

西気賀 

 



（７）釣橋川 

※（町字名）がある場合は、地区全体ではなく、町字単位にのみ避難情報が発令される。 

 

（８）阿多古川 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）二俣川  

 

 

 

 

 

（１０）気田川  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）水窪川  

 

 

 

 

 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

浜 

名 

区 

三ヶ日地区 
三ヶ日町（上神、下神、西町、西天、摩訶耶、岡本、東天、宇志、御薗、只木、鵺代） 

※自治会単位 

 三ヶ日 三ヶ日西、三ヶ日東、平山、尾奈 大崎、平山、尾奈 

避難情報編(Ⅰ)外水氾濫 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

天 

竜 

区 

天竜 竜川地区（小川松間、小川中島） 

 光が丘 横山 竜川 

春野町（気田、犬居） 

 春野 気田、犬居 気田、犬居 

水窪町（山住門桁） 

 水窪 水窪  

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

天 

竜 

区 

佐久間町（山香、城西） 

 佐久間 佐久間 佐久間 

水窪町（奥領家、地頭方） 

 水窪 水窪  

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

天 

竜 

区 

熊地区 清竜 熊 熊 

下阿多古地区 清竜 下阿多古 下阿多古 

上阿多古地区 東藤平、西藤平大沢、西藤平白野、西藤平上落合、西藤平下落合 

 清竜 上阿多古 上阿多古 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

天 

竜 

区 

光明地区 光が丘 光明 光明 

二俣地区 清竜 二俣 二俣 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高塚川 西から東へ、篠原地区、可美地区、新津地区、江西地区を通り馬込川 

へ合流している。高塚川に流れ込む排水路「浅田 8号排水路（江西）」 

に内水氾濫の危険がある。 

堀留川 東から西へ、可美地区、入野地区を通り新川へ合流している。堀留川 

に流れ排水路「堀留運河（南伊場、東伊場）」「鴨江排水路（西伊場、 

鴨江）」「蜆塚排水路（佐鳴台）」に内水氾濫の危険がある。 

 

内水氾濫の危険により避難情報が発令される地区・町字名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

－避難情報編(Ⅰ)－ 

河川の氾濫【B】内水氾濫系 

内水氾濫とは？ 
下水道や排水路などから水が溢れる浸水。 
大雨等により、主要な河川や排水路に短時間で一

気に雨水が流入することで、排水路や下水管の雨水

処理能力が低下し、家屋の浸水や道路の冠水、交通

機能の障害などが起こるおそれがある。 

 

河川名 区 発令地区 「避難情報」の発令単位 

高塚川 中央区 

江西 江西地区 

篠原 篠原町 

白脇 白羽町 

新津 新橋町、小沢渡町、田尻町、法枝町 

可美 可美地区 

堀留川 中央区 

西 西伊場町、鴨江二丁目、鴨江三丁目、南伊場町 

県居 東伊場一丁目、東伊場二丁目 

佐鳴台 佐鳴台一丁目 

江西 森田町 

入野 入野町 

可美 可美地区 

 

 



■避難情報発令に伴う学校の対処（Ⅰ）河川の氾濫 

 

【Ｂ】内水氾濫系 
 

 

(1)登校前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

【前日まで】 

河川や排水路等の水位上昇につながる情報 
・大雨が続いている 

・線状降水帯の発生、記録的短時間大雨情報 

前線の停滞、台風接近などの予報の発表 

 

※中学校区で、休校や登校時刻の変更等の対応について確認 

※予定されている行事や校外学習等の実施について検討 

※状況に応じて、学校の運営予定や登下校時の安全確保等について 

保護者へ連絡 

学校の対象地区に 

「避難情報」の発令なし 
学校の対象地区に「避難情報」発令 

・警戒レベル 3「高齢者等避難」 

・警戒レベル 4「避難指示」 

・警戒レベル 5「緊急安全確保」 

原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

避難情報が発令されていな

い状況であっても、通学路の

冠水等が想定される場合は、

「始業時刻を遅らせる」又は

「休校」とすることができる。 

当日の●時●●分の時点 

※浸水想定区域の広さや学校への影響、地域の実態を考慮し、 

学校によって「原則開校」又は「休校」等の基準を設定して 

いる。※【補足】ページ参照 

避難情報編(Ⅰ)内水氾濫 

【補足】ページ 

「イ」の学校 

「休校」 
 

必要に応じて保護者

へ連絡 

 

【補足】ページ 

「ア」の学校 

原則「開校」 
 

必要に応じて保護者へ

連絡 

※中学校区によっては、学校ごとに補足ページ

「ア」と「イ」が混在している場合がある。

休校の判断をする際には、できる限り中学校

区で対応を統一できるよう検討する。 

 



(2)在校中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原則 教育活動継続 
＜原則＞ 

状況によっては、「教育活動を中止し

下校」や「児童生徒を留め置き」とする

ことができる。 

下校方法の決定 
・児童生徒や教職員、保護者の安全を優先とした方法とする。 

学校又は緊急避難場所にて

保護者への引き渡し 

教職員の引率 

による集団下校 

通常通りの 

方法で下校 

教育活動中止 
 

下校の準備 

集団下校 

下校できない 下校できる 

児童生徒の留め置き 

今後の対応を検討 
 

※児童生徒の安全を確保した上で、

教育活動の継続等に対応をとる。 

※引き続き、天候の回復や警報の解

除等の情報収集に努める。 

学区の浸水・冠水の状況を確

認し、下校を検討 
・今後の気象情報 

・学校周辺の状況（冠水、浸水等） 

 ・中学校区での情報共有 

必要に応じて保護者へ連絡 

・下校方法 ・今後の気象情報 ・学校周辺の状況  

・引き渡しの際の注意事項 等 

児童生徒のみで 

安全に下校できる 

児童生徒のみで 

安全に下校できない 

避難情報編(Ⅰ)内水氾濫 

学校の対象地区に「避難情報」発令 
・警戒レベル 3「高齢者等避難」 ・警戒レベル 5「緊急安全確保」 

・警戒レベル 4「避難指示」 

【補足】ページ「ア」の学校 【補足】ページ「イ」の学校 



【補足】 

１ 対象校 

※避難情報は、（町名）がある場合は地区全体ではなく町単位にのみ発令される。 

※対象校は、浜松市「防災マップ」をとおして自校の敷地内や学区の浸水想定域や 

浸水深を確認する。 

 ※学校ごとに対処が異なるのは、学校の実態や立地、浸水想定区域等を考慮し、学校 

と教育委員会で調整・決定したため。（平成 28 年度） 

 

（１）高塚川 

ア 避難情報の発令に対し、「原則 開校」とする学校 

 

 

 

イ 避難情報の発令に対し、「休校」とする学校 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

（２）堀留川 

ア 避難情報の発令に対し、「原則 開校」とする学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 避難情報の発令に対し、「休校」とする学校 

 

 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

篠原地区（篠原町） 篠原 篠原  

白脇地区（白羽町） 南部 白脇 白脇 

避難情報編(Ⅰ)内水氾濫 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

江西地区 江西 
浅間 

双葉 
 

白脇地区（白羽町） 江南 砂丘  

新津地区（新橋町、田尻町、法枝町、小沢渡町） 
新津 

江南 
新津 

砂丘 
 

可美地区 可美 可美 可美 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

西地区（鴨江三丁目） 西部 西  
西地区（鴨江二丁目、西伊場町、南伊場町） 西部 鴨江  
県居地区（東伊場一丁目、東伊場二丁目） 西部 県居  
江西地区（森田町） 江西 浅間  
佐鳴台地区（佐鳴台一丁目） 佐鳴台 佐鳴台  

入野地区（入野町） 入野 
入野 

西都台 
 

 

区 発令地区 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 
可美地区 可美 可美 可美 

 



 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

対処基準 

(6)避難情報編(Ⅱ) 

土砂災害 

避難情報及び土砂災害に関する情報 

■浜松市防災ホッとメール 

 土砂災害警戒情報の発表、避難情報、緊急避難場所の開設状況 等 

■浜松市の避難情報に係る緊急速報メール 

避難情報、緊急避難場所の開設状況等 

■浜松市防災マップ 

土砂災害警戒区域の範囲、通行止めとなっている道路等の確認  

■静岡地方気象台 防災気象情報ポータル 

大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報の発表 等 

■気象庁「キキクル（土砂災害）」 

土砂災害警戒判定メッシュ情報の確認 

携帯電話・スマートフォン等 
 

＜気象庁「キキクル」の表示例＞ 
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■避難情報発令に伴う学校の対処（Ⅱ）土砂災害 

 

(1)登校前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※市内全域に大きな影響があると見込まれた場合、教育委員会が 

 全校もしくは一部地域の学校へ休校の措置を講じることがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※開校とした場合、通学路に土砂災害警戒区域が含まれるなど安全に登校することが

できない児童生徒については、必要に応じて個別に対応する。 

【前日まで】 

土砂災害の発生につながる情報 
・大雨が続いている 

・大雨警報、土砂災害警戒情報の発表 

・線状降水帯の発生、前線の停滞、台風の接近などの発表 

 

※中学校区で、休校や登校時刻の変更等の対応について確認 

※状況に応じて、学校の運営予定や登下校時の安全確保等について 

保護者へ連絡 

敷地内に 

土砂災害警戒区域がある 
※【補足】ページ「イ」の学校 

「休校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

学校の対象地区に「避難情報」発令 
・警戒レベル 3「高齢者等避難」  

・警戒レベル 4「避難指示」 

・警戒レベル 5「緊急安全確保」 

当日の●時●●分の時点 

避難情報編(Ⅱ)土砂災害 

学区に 

土砂災害警戒区域を含む 
※【補足】ページ「ア」の学校 

 原則「開校」 
必要に応じて保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

・「土砂災害警戒情報」の発表 

・気象庁 HP 等のメッシュ情報 

※気象庁「キキクル（土砂災害）」 

これらの情報から土砂災害発生の危険度

を確認し、状況によっては、「始業時刻を遅

らせる」又は「休校」とすることができる。 

※中学校区によっては、学校ごとに

補足ページ「ア」と「イ」が混在

している場合がある。休校の判断

をする際には、できる限り中学校

区で対応を統一できるよう検討す

る。 
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(2)在校中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原則 教育活動継続 
＜原則＞ 

状況によっては、「教育活動を中止し

下校」や「児童生徒を留め置き」とする

ことができる。 

下校方法の決定 
・児童生徒や教職員、保護者の安全を優先とした方法とする。 

学校又は緊急避難場所にて

保護者への引き渡し 

教職員の引率 

による集団下校 

通常通りの 

方法で下校 

教育活動中止 
 

下校の準備 

集団下校 

下校できない 下校できる 

児童生徒の留め置き 

今後の対応を検討 
※児童生徒の安全を確保した上で、

教育活動の継続等の対応をとる。 

※引き続き、土砂災害発生の危険度

等について情報収集に努める。 

必要に応じて保護者へ連絡 

・下校方法 ・学校周辺の状況 ・引き渡しの際の注意事項 等 

児童生徒のみで 

安全に下校できる 

児童生徒のみで 

安全に下校できない 

避難情報編(Ⅱ)土砂災害 

学区の対象地区に「避難情報」発令 
・警戒レベル 3「高齢者等避難」 ・警戒レベル 5「緊急安全確保」 

・警戒レベル 4「避難指示」 

必要に応じて「避難」 

 

学区に土砂災害警戒区域を含む 

※【補足】ページ「ア」の学校 
敷地内に土砂災害警戒区域がある 

※【補足】ページ「イ」の学校 

学区の土砂災害発生の危険度

を確認し、下校を検討 
・気象庁「キキクル（土砂災害）」 

・土砂災害警戒情報の発表 

・学校周辺の状況 

・中学校区での情報共有 
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１ 対象校 

ア 避難情報の発令に対し、「原則 開校」とする学校 

（学区のいずれかに土砂災害警戒区域を含むが、学校敷地内には含まないため） 

※対象校は、浜松市「防災マップ」をとおして、自校の敷地内や学区の土砂災害警戒区域を 

確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足】 避難情報編(Ⅱ)土砂災害 

区 発令地区名 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

西 西部 西  

県居 西部 県居  

城北 蜆塚、北部 広沢、追分、城北  

萩丘 

北部 城北  

開成  花川 

 萩丘、泉  

富塚  富塚  

佐鳴台 佐鳴台 佐鳴台  

積志 積志 積志、有玉 橋爪､有玉､万斛 

神久呂 神久呂 神久呂  神久呂 

入野  入野、大平台  

伊佐見 湖東 伊佐見  伊佐見 

和地 湖東 和地  

庄内 庄内 庄内  北庄内､村櫛 

雄踏 雄踏 雄踏 雄踏 

浜 

名 

区 

都田 都田 都田  

新都田 都田 都田南  

細江 細江 西気賀  中央､高台､中川､伊目､西気賀 

引佐  金指、井伊谷 金指､引佐､引佐北部みさと 

三ヶ日 三ヶ日 三ヶ日東 大崎､平山､尾奈 

浜名 浜名 浜名、内野  小松､内野 

麁玉 麁玉 麁玉、新原  宮口､新原 

赤佐 浜北北部 中瀬、赤佐 中瀬､上島､赤佐､赤佐西 

天

竜 

区 

天竜 二俣、光明、竜川、熊、阿多古  

 清竜 下阿多古 下阿多古 

春野（気田）   気田  

龍山   光明 
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イ 避難情報の発令に対し、「休校」とする学校 

（学校敷地内に土砂災害警戒区域を含んでいるため） 

※対象校は、浜松市「防災マップ」をとおして、自校の敷地内や学区の土砂災害警戒区域を 

確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 発令地区名 中学校 小学校 幼稚園 

中 

央 

区 

中央、北 中部 中部  

西  鴨江  

富塚 富塚   

萩丘 
高台   

 花川  

入野 入野 西都台  

和地  和地  

庄内  村櫛  

浜 

名 

区 

細江  気賀、伊目  

引佐 
引佐北部 引佐北部  

引佐南部 奥山 伊平、奥山 

三ヶ日  三ヶ日西、尾奈、平山  

天 

竜 

区 

天竜（二俣）  二俣 二俣 

天竜（光明） 光が丘 光明 光明 

天竜（阿多古）  上阿多古 上阿多古 

天竜（熊）  熊 熊 

天竜（竜川）  横山  

春野（犬居） 春野 犬居 犬居 

春野（気田）  気田  

水窪（水窪、門桁） 水窪 水窪  

佐久間（佐久間、山香、城西） 佐久間 佐久間 佐久間 

 

避難情報編(Ⅱ)土砂災害 
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対処基準 

(7)停電編 

停電に関する情報 

 

■中部電力「停電中の地域・復旧中の地域に関する情報」 
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■暴風や事故等による停電発生に伴う学校の対処 

 

(1)登校前 
 
 
 
 
 

 

※大規模地震が発生している場合は「(1)地震災害編」に基づいて対応する。 

※市内全域に大きな影響があると見込まれた場合、教育委員会が全校もしくは 

一部地域の学校へ休校の措置を講じることがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 

【補足】 

① 「開校」とする場合の配慮 

・停電している状況では、給食の実施ができない、家庭で弁当を用意することが 

できないことが想定される。 

・状況に応じて短縮授業とするなど、家庭の状況に配慮した対処とする。  

  

② 「休校」とする場合の配慮 
     ・情報が届かず登校してしまう児童生徒がいることが想定される。信号機が点灯 

していないなど通学路が危険な状況となっていることも想定されるため、登校 

してしまった児童生徒は学校に一旦留め置き、保護者へ確実に引き渡しをする。 

 

③ 教育委員会への連絡手段 

 ・管理職の携帯電話 ・「さくら連絡網」アンケートへの返信 

・防災行政無線(天竜区以外) ・衛星携帯電話(天竜区) ・停電対応用電話機  

・災害時優先電話(架電のみ可能) ・特設公衆電話機(架電のみ可能) 

 

④ 教職員、保護者、地域等への連絡手段 

   ・メール送信（停電時でも使用可能なパソコンや教職員の個人携帯等） 

・声掛け（正門や通学路上等） 

   ・張り紙や旗の掲揚（正門や校舎、通学路上にある自治会の看板等） 

   ・学区の巡回（家庭訪問、拡声器の活用等） 

原則「休校」 
必要に応じて、「さくら連絡網」等を利用して保護者へ連絡 

 

＜原則＞ 

「学校施設に停電がない」「通学路の安全が確保されている」等の場合は、 

「登校時刻を遅らせる」又は「通常どおり開校」とすることができる。 

当日の●時●●分の時点 

停電編 

学校または地域に停電が発生 
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(2)在校中 
 
 

※大規模地震が発生している場合は「(1)地震災害編」に基づいて対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原則「教育活動中止」 
学校周辺や地域の停電状況を確認し、下校を検討 

＜原則＞ 

状況によっては、教育活動を継続しながら、情報を収集する。 

下校方法の決定 
・児童生徒や教職員、保護者の安全を優先とした方法とする。 

学校又は緊急避難場所にて

保護者への引き渡し 

教職員の引率 

による集団下校 

通常通りの 

方法で下校 

教育活動中止 
 

下校の準備 

集団下校 

下校できない 下校できる 

児童生徒の留め置き 

今後の対応を検討 
 

※児童生徒の安全を確保した上で、

教育活動の継続等の対応をとる。 

※引き続き、学校周辺や地域の状況

等の情報収集に努める。 

必要に応じて保護者へ連絡 

・下校方法 ・学校周辺の状況 ・引き渡しの際の注意事項 等 

児童生徒のみで 

安全に下校できる 

児童生徒のみで 

安全に下校できない 

停電編 

学校または地域に停電が発生 
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 熱中症事故防止については、暑さ指数に応じた運動指針や事故防止の重点項目を示し

た本基準と合わせて、「事故発生後の対応」を示した「危機管理マニュアル（生活安全

編・交通安全編）」を参考とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

対処基準 

(8)暑さ指数(WBGT)編 

暑さ指数(WBGT)に関する情報 

■浜松市防災ホッとメール 

・「熱中症警戒アラート」等の発表や、熱中症予防行動等に関する情報提供 

■気象庁「2週間気温情報」 

・8日先から 12 日先まで 5 日間平均した日平均気温を発表 

■気象庁「早期天候情報」 

・6日後から 14 日後までを対象として、5日間平均気温が「かなり高い」となる 

確率が 30％以上となる場合に発表 

■環境省「熱中症予防情報サイト」     

・暑さ指数(WBGT)について 

・熱中症対策の基礎知 

・熱中症対策の紹介        

・普及啓発資料のダウンロード 

・全国の暑さ指数（実況と予測） 

・配信サービス 等 

 

 

 

 

 

■熱中症指数計の活用 
・活動場所における暑さ指数(WBGT)の測定 

・「当日の暑さ指数」や「運動指針」等の校内掲示 

・屋外での活動、体育的活動、部活動等の実施判断に活用 
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学校における「暑さ指数(WBGT)」に応じた対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小中学校】 

活動場所の 

暑さ指数（WBGT） 
運動指針 運動する際の配慮事項 

熱中症特別警戒 

アラートが発表 

されている場合 

暑さ指数に

関わらず 

運動中止 

人の健康に係る重大な被害が生ずるおそれがある 

過去に例のない広域的な危険な暑さを想定 

①前日の午後 2 時頃に熱中症特別警戒アラートが発表される 

②当日は、暑さ指数(WBGT)に関わらず運動は中止し、活動内容を変

更する 

３３℃ 

以上 
運動中止 

人の健康に係る被害が生ずるおそれがある 

①前日の午後 5 時頃または当日の午前 5 時頃に熱中症警戒アラート

が発表される 

②当日は、実際に運動する場所で暑さ指数(WBGT)を測定する 

③暑さ指数(WBGT)が 33℃以上の場合は運動を中止し、活動内容を変

更する 

３１℃ 

以上 

運動は 

原則中止 

熱中症の危険性が非常に高まっている 

特別に運動を実施する場合は、以下の配慮事項（赤枠）をより一層 

徹底し、適切な熱中症対策を取る 

２８℃ 

以上 

厳重に 

警戒しながら 

運動可 

熱中症の危険性が高まっている 

・実際に運動する場所で暑さ指数（WBGT）を測定する 

・激しい運動や体温が上昇しやすい運動を避ける 

・なるべく涼しい時間帯に運動する 

・日陰や涼しい場所での活動を設定する 

・頻繁(10～20 分おき程度)に休息をとり、水分・塩分を補給する 

・暑熱順化できていない、体力が低い等の児童生徒に対し、必要に

応じて運動時間の短縮や運動の軽減を図り、体調や熱中症の兆候

に注意する 

２５℃ 

以上 

警戒しながら 

運動可 

熱中症の危険性が増している 

・積極的(激しい運動では 30 分おき程度)に休息をとり、水分・塩分

を補給する 

・暑熱順化できていない児童生徒の体調に注意する 

２１℃ 

以上 

注意しながら 

運動可 

熱中症の兆候に注意する 

・運動の合間に積極的に水分・塩分を補給する 

・暑熱順化できていない児童生徒の体調に注意する 

２１℃ 

未満 

必要に応じて 

配慮しながら 

運動可 

熱中症の危険は小さい 

・適宜水分・塩分の補給をする 

・１週間程度の段階的な指導により暑熱順化を図る 

参考資料：日本スポーツ協会 「熱中症予防のための運動指針」 

環境省・文部科学省「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（令和 3年 5月）」 

              「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（令和 6年 4月追補版）」 

※校外学習等の運動以外の活動においても、必要に応じて本対処を参考とする 

※暑さ指数（WBGT）が高くない 4月～6 月は、児童生徒が暑熱順化できていないことに配慮し、急に気温が上昇 

した日などには熱中症が発生しやすいことに注意する 
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幼稚園における「暑さ指数(WBGT)」に応じた対処 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

活動場所の 

暑さ指数

（WBGT） 
運動指針 運動する際の配慮事項 

熱中症特別警戒 
アラートが発表 

されている場合

暑さ指数に 

関わらず 

運動中止 

人の健康に係る重大な被害が生ずるおそれがある 

過去に例のない広域的な危険な暑さを想定 

○前日の午後 2時頃に熱中症特別警戒アラートが発表される 

３３℃ 

以上 
運動中止 

人の健康に係る被害が生ずるおそれがある 
○前日の午後 5 時頃または当日の午前 5 時頃に熱中症警戒ア

ラートが発表される 

３１℃ 
以上 

運動は 

原則中止 

熱中症の危険性が非常に高まっている 

①当日は、実際に運動する場所で暑さ指数(WBGT)を測定する 

②特別な場合以外は運動を中止とする。 

※プールでの活動においては、プール活動をする場所の暑さ

指数、水温、気温を必ず確認し、活動時間や休憩、水分補

給に十分に留意しながら、園児にとって必要な経験を確保

できるようにしていく 

２８℃ 
以上 

厳重に 

警戒しながら 

運動可 

熱中症の危険性が高まっている 

・なるべく涼しい時間帯に運動する 

・日陰や涼しい場所での活動を設定する 

・頻繁(10～20 分おき程度)に休息をとり、水分・塩分を 

補給する 

・激しい運動や体温が上昇しやすい運動は中止する 

・体力の低い園児、暑熱順化できていない園児は運動を中止

する 

２５℃ 
以上 

警戒しながら 

運動可 

熱中症の危険性が増している 

・積極的(激しい運動では 30 分おき程度)に休息をとり、水

分・塩分を補給する 

・体力が低い園児、暑熱順化できていない園児等に対し、 

必要に応じて運動時間の短縮や運動の軽減を図り、体調 

や熱中症の兆候に注意する 

２１℃ 
以上 

注意しながら 

運動可 

熱中症の兆候に注意する 

・運動前・運動中の健康観察を通して熱中症の兆候に注意 

する 

・運動の合間に積極的に水分・塩分を補給する 

・暑熱順化できていない園児の体調に注意する 

２１℃ 
未満 

必要に応じて 

配慮しながら 

運動可 

熱中症の危険は小さい 

・適宜水分・塩分の補給をする 

・１週間程度の段階的な指導により暑熱順化を図る 

 

【幼稚園】 

＜日本スポーツ協会「熱中症予防運動指針」参考＞ 

＜日本スポーツ振興センター「学校屋外プールにおける熱中症対策」参考＞ 【補足】 

・具体的な指導内容は、別紙「浜松市熱中症事故防止重点項目」を活用する 

・暑さ指数（WBGT）が高くない 4 月～6月であっても、園児が暑熱順化できていないことに

配慮し、急に気温が上昇した日などには、熱中症が発生しやすいことに注意する 

・散歩や園外活動等の運動以外の活動においても、必要に応じて本対処を活用する 

暑さ指数(WBGT)編 
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【補足】 

１ 熱中症事故防止に係る対策 

 

 (1)教職員の危機意識の醸成 

 

ア 「浜松市熱中症事故防止重点項目」 

・ねらい  教職員の危機意識を高め、事故防止について共通理解を図る 

・活用時期 熱中症が予想される時期に入る頃 

（4月頃～6月頃） 

・活用場面 職員会議や担当職員の打ち合わせ等 

 

  イ 「熱中症事故防止確認シート」 

・ねらい  活動前に、配慮事項を項目ごとにチェックして確認する 

・活用時期 児童生徒が暑熱順化できていない時期 

梅雨明け後や、急な気温上昇などがある時期 

（6月頃～9月頃） 

・活用場面 運動や部活動、校外学習等 

  

 

(2)普及啓発資料を活用した安全指導 

「日本スポーツ振興センター」教材カード 

 

(3)学校で実施する対策例 

学校施設等ハード面での対策例 児童生徒・保護者との調整による対策例 

暑さ指数(WBGT)の定期的な計測 水筒の持参の許可 

暑さ指数(WBGT)に応じた運動実施の判断 熱中症の症状や予防方法についての指導 

経口補水液や保冷剤等の備蓄 食事や睡眠等の体調管理についての指導 

運動中止や制限を示す掲示等の工夫 手紙やメール配信による保護者への呼び掛け

 校内放送による啓発 スポーツドリンク持参の許可 

活動中の給水タイムの設定 ネッククーラー等着用の許可 

ミストシャワーの設置 登下校時の水分補給についての指導 

テントやタープ、扇風機の設置 帽子を着用した登下校の許可 

年間計画や日課、時間割等の変更 暑さに応じたマスクの着脱の指導 

 

 

 

 

暑さ指数(WBGT)編 
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■浜松市熱中症事故防止重点項目 

学校管理下における熱中症事故を未然に防ぐために 

職員会議や担当職員の打合せで配慮事項を確認し、教職員の共通理解を図ります。 

※別紙「熱中症事故防止確認シート」の活用 

授業や部活動の前に、配慮事項を項目ごとにチェックして確認します。 

 
区分 配 慮 事 項 

①
指
導
計
画 

・急な運動等による過度な負荷がかからないよう、子供の能力や体力に配慮した

段階的な指導計画（練習計画）を作成する 

・暑くなり始めた時期には、体を暑さに慣らすための指導計画（１週間程度）を

作成する（特に、暑さに慣れていない、体力が低い等の子供に配慮する） 

・暑くなることが予想される場合、なるべく涼しい時間帯の設定や運動時間の短

縮、運動の軽減等に配慮する 

②
事
前
指
導
に
よ
る 

安
全
指
導
・
安
全
管
理 

・健康観察（朝食の摂取、睡眠不足等を含む）をとおして、子供の健康状態を把

握し、体調が優れない子供の活動内容に配慮する 

・暑いときには、軽装（着帽）で活動に取り組むよう指示をする 

・活動前の水分補給を指示し、可能な限り見届ける 

・活動中に体調が悪化した子供がいた場合は、無理をせずに指導者に申し出て、

自ら運動を辞退するよう指示をする 

③
活
動
中
の 

安
全
指
導
・
安
全
管
理 

・子供の体調悪化を見落とさないよう、観察体制を整える 

・子供が自ら水分補給できる環境を整える 

・体調が悪くなった子供が運動を辞退しやすい雰囲気をつくる 

・屋外では日陰や涼しい場所、屋内では冷房の効いた部屋や風通しのよい場所を

使用するなど、活動や休息がしやすい環境を整える 

万が一、熱中症事故が発生した場合 

④
事
故
発
生
時
の 

対
応 

・涼しい部屋で水分・塩分を補給させ、体温を下げる等、迅速に対応する 

・熱中症事故が発生した原因や状況を確認して記録する 

・校内（管理職、養護教諭、学年主任等）、保護者、医療機関（救急隊）等に対し、

迅速かつ確実に事実を報告・説明する 
 

 

暑さ指数(WBGT)編 
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年 月 日

【浜松】 【天竜】

※　熱中症が予想される中での活動時に活用。（暑さ指数(WBGT)が高い、急な気温上昇、雨上がりで湿度が高い等）

曜日

２８℃以上～３１℃未満

熱中症指数計による
活動場所での計測

浜松市立小中学校・幼稚園

熱中症事故防止確認シート 環境省「熱中症予防情報サイト」
暑さ指数（WBGT）実況と予測 →

学校名・学年 活動場所

危険

％

主な内容

日　時

２１℃未満 ２１℃以上～２５℃未満 ２５℃以上～２８℃未満

℃ 湿度

＜熱中症予防のための運動指針＞
暑さ指数

暑さ指数
WBGT値 ℃ 周囲温度

（気温）

区分  ﾁｪｯｸ 確認事項 配　慮　事　項

３１℃以上

運動指針
ほぼ安全 注意 警戒 厳重警戒

・特に、暑さに慣れていない、体力が低い、肥満傾向等にある児童生徒につ
　いては、個々の体調や活動内容に配慮する

活動時間 ・暑さに応じて、時間を短縮する、暑くなる時間帯を避ける等の配慮をする

原則激しい運動中止 原則運動中止適宜水分補給 積極的に水分補給 積極的に休息

区分  ﾁｪｯｸ 確認事項 配　慮　事　項

①
指
導
計
画

活動計画
・児童生徒の発達段階に配慮し、急な運動等により過度な負担がかからない
　計画を立てる（無理なペースの長距離走を避けるなど）

個への配慮

服装 ・軽装で活動するよう指示する（必要に応じて着帽させる）

水分補給
・活動前に、給水を指示する（可能な限り見届けをする）
・暑さに応じて、自ら適宜給水してよいことや給水場所等を伝える

活動の負荷 ・運動の強度や活動量の軽減等、児童生徒に合った内容に配慮する

区分  ﾁｪｯｸ 確認事項 配　慮　事　項

②
事
前
指
導

健康観察
・活動前の体調（朝食の摂取、睡眠不足等を含む）を把握し、体調が優れな
　い児童生徒がいる場合は、個々の活動内容に配慮する

無理をさせない
（信頼関係の構築）

・体調悪化の際は、無理をせずに指導者に申し出ることができるよう、日頃
　から児童生徒との信頼関係を築くとともに、体調に配慮した声掛けをする

観察体制
・体調悪化を見落とさないよう、全体を見渡した観察を心掛ける
　（特に、目が行き届きにくい校外走や集団活動など）

・屋外･･･日陰を効果的に活用する
・屋内･･･冷房の効いた部屋や風通しのよい場所を使用する

万が一、熱中症事故が発生したら・・・

状況把握
・熱中症事故が発生した原因や状況を確認して記録する
　　活動内容、本人の様子、周りの証言、当時の暑さ指数（WBGT）等

休憩時間
・暑さや児童生徒の様子に応じて、「熱中症予防のための運動指針」に基づ
　いた休憩時間を設定する

③
活
動
中

④
事
故
発
生
時

初期対応
（救急措置）

・涼しい部屋で、水分・塩分を補給させ、子供の体温を下げる
　　経口補水液、アイスパック、涼しい部屋、体への散水・水に浸ける　等
・処置をしても症状が改善されなければ、救急要請をする

水分補給
・暑さに応じて、定期的に給水時間を設定する（可能な限り見届けをする）
・活動中でも自ら適宜給水してよいことや給水場所等を伝える

・迅速かつ確実に事実を報告・説明する
　　校内（管理職、養護教諭、学年主任等）、保護者、医療機関（救急隊）等

暑さをしのぐ環境

報告・連絡・相談

区分  ﾁｪｯｸ 確認事項 配　慮　事　項

-57-



 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

事後の危機管理 

 

＜立て直す・つなぐ＞ 
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１ 風水害や地震等の発生による被害状況の報告 

（１）小中学校の対応 

 

・「被害状況報告アンケート」への回答 

災害発生直後の人的被害や物的被害、避難所の開設等の状況については、教育委員 

会が実施するアンケートに一括して回答することで、学校からの報告とする。 

被害の状況 アンケートの内容 報告先 

 災害発生直後の 

被害状況 

・休校等の運営状況 

・学校管理下における児童生徒・教職員の被害 

・学校管理外における児童生徒・教職員の被害 

・校舎等の施設の物的被害 

・避難所開設の有無 等 

教育委員会 

※アンケートの回答結果は、学校教育部内で共有する。 

 

・事故報告書等の提出 

事故報告書等については、内容が把握でき次第、様式を用いて作成し各担当課へ 

提出する。 

被害の状況 報告書 報告先 

学校運営上の対処 臨時休業実施報告書 

教育センター TEL 439-3120 

       FAX 439-3030 

防災行政無線 783 

人的被害が発生 

児童生徒の事故報告書 

健康安全課  TEL 457-2422 

       FAX 457-2579 

防災行政無線 777 

職員事故等報告書 

教職員課   TEL 457-2408 

       FAX 457-2579 

防災行政無線 767･768 

建物・設備等に 

物的被害が発生 
施設被害状況報告書 

教育施設課  TEL 457-2403 

       FAX 457-2404 

防災行政無線 744 

 

 

 



（２）幼稚園の対応 

 

・「被害状況報告アンケート」への回答 

災害発生直後の人的被害や物的被害等の状況については、幼保運営課が実施する 

アンケートに一括して回答することで、園からの報告とする。 

報告内容 報告方法 報告先 

災害発生直後の 

被害状況 
「LoGo フォーム」アンケートへ回答 幼保運営課 

     ※アンケートの回答結果は、幼保運営課内で共有する。 

 

・事故報告書等の提出 

事故報告書等については、内容が把握でき次第、様式を用いて作成し各担当グルー 

プへ提出する。 

被害内容 報告書及び方法 報告先 

幼稚園運営上の対処 臨時休園実施報告書 

指導グループ 

TEL 457-2117 

FAX 457-2039 

人的被害が発生 

園児の事故報告書 

指導グループ 

TEL 457-2117 

FAX 457-2039 

職員事故等報告書 

職員管理グループ 

TEL 457-2827 

FAX 457-2039 

施設被害が発生 施設被害状況報告書 

施設管理グループ 

TEL 457-2114 

FAX 457-2039 

 

  

 



 

 

 

 

                  学校番号 松小・中（    ）番  

 

臨時休業実施報告書 

 

                                 第     号 

                             令和  年  月  日 

（あて先） 

 浜松市教育委員会 

 

                             浜松市立    学校長 

 

 次のとおり臨時休業を実施するので、浜松市立小中学校管理規則第６条第２項により 

報告します。 
 

実 施 期 間                 

        令 和    年    月    日から 

                                                       日間 

        令 和        年    月    日まで 

理 由                 

 

臨時休業を行う                 

 

 

ことに伴う措置                 

（例）休校により実施できなかった授業時数は、予備時数で対応する。 
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児童・生徒の事故報告書

第 号

年　　　月　　　日
  浜松市教育委員会

浜松市立　　　　学校長

( )

分ごろ

年 氏名組 ( )

時

次のとおり児童生徒に事故があったので、浜松市立小中学校管理規則第16条により報告します。

指 導 事 項 等

事 故 の 名 称

事 故 の 程 度

事故発生日時

場 所

事 故 の 概 要
及 び 原 因

学 年 ・ 組
性 別 ・ 氏 名

保護者の理解

学校のとった
処 置

全治
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所属コード          
 

職員事故等報告書 

 
秘第     号 

  年  月  日 
 （あて先） 
 浜松市教育委員会 
 

浜松市立      学校長 
 
 次のとおり職員に事故等が発生したので、報告します。 
 

職名・補職名 

氏名等 

職員番号           
 

                     （ふりがな） 

 職名     補職名     氏名 

 年齢        歳    男・女 

事 故 等 の 名 称                    

発 生 の 日 時             年   月   日   時   分 

発 生 の 場 所  

概 要 及 び 原 因                    

程 度                    

処 理                    

今 後 の 処 理                   
（本人、職員への指導） 

 

 
(注) 校長が報告する場合は、補職名に「－」と記入すること。 
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月　　　日報告月日・時刻

棟名・設備名 等

防災・緊急用　施設被害状況報告書　第（　　）報

学校（園）名　

被害状況

記入者名

対応状況　※1

建物・設備等

連絡先

対応状況　※1 要請事項　※2被害状況

校地、運動場（園地、園庭）
要請事項　※2

浜松市教育委員会　教育施設課　宛

被害箇所

要請に対する対応

教育施設課
幼児教育・保育課

記入欄

注意事項

※1  対応状況欄には、以下のような対応や応急処置の状況について記入願います。
　　倒木など子供への危険度や周辺住民への影響が大きなもの（民地、道路、通学路への倒木等）
　　で急を要するものについては、学校の判断で見積もりを依頼したうえで事前に発注してくだ
　　さい。ただし、工事は２５０万円以下、修繕は６０万円以下に限ります。

※2  上記で発注したものや雨漏り、ガラスの破損などの小修繕を除き、大規模な工事を必要と
　　するもので至急教育施設課（幼児教育・保育課）での対応が必要な場合は、その内容につ
　　いて記入してください。

(1)　すべての被害箇所において被害状況のわかる写真を必ず復旧前に撮影し、後日教育施設課
　　（幼児教育・保育課）までデータで送付してください。

(2)　被害位置の印をつけた施設台帳の配置図および平面図の写しを添付してください。



２ 大規模災害への対応 

大規模災害発生時における学校の教職員の第一義的な役割は、児童生徒の安全確保や安否

確認とともに、学校教育活動の早期正常化に向けて取り組むことである。 

避難所の運営は市の地区防災班員や避難者により行われるものであるが、状況によっては

発災から一定期間は学校の教職員が避難所を支援する必要がある。 

平常時から各区区振興課や地域住民と連携を図り、災害発生後の業務を避難所支援から学

校教育再開へ円滑に移行をしていくことは、早期の学校教育再開や児童生徒が日常生活をい

ち早く取り戻すことにつながる。 

 

（１）平常時からの連携 

 

①浜松市危機管理課との連携 

   避難所に指定されている学校は、「避難所確認事項」の作成として、学校施設の情報 

や学校を避難所として使用する際の配置図、関係者の連絡先一覧、鍵の所有者等を記載 

する。 

〇配置図の例 

 ・開放区域（①、②）、非開放区域（●） 

     ・福祉避難室（福）、キーボックス（☆）、ペット受入場所候補（◆）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区防災班員、地域住民との連携 

施設管理者（学校）は「地域防災連携連絡会」等に参加し、避難所の開設・運営を支

援する内容について、次ページ「学校による避難所の支援」を参考にしながら、地区防

災班員（行政職員）、自主防災隊（地域住民）と情報を共有・確認しておく。 
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（２）学校による避難所支援から学校教育再開への移行 
【想定】大規模地震の発生により学校に避難所が開設され、一定期間の休校措置とする 

ことが見込まれる場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ﾌｪｰｽﾞ 避難所 学校による避難所の支援 学校教育再開に向けた対応 

救
命
避
難
期 

発
災
直
後
～
避
難 

 

  

生
命
確
保
期 

避
難
直
後
～
数
日
程
度 

 

生
活
確
保
期 

数
日
後
～
数
週
間 

 

学
校
再
開
期 

数
週
間
後
～ 

 

 

施設の安全が 

確認できるまで 

避難者は 

運動場等で待機 

避難所の閉鎖 

避難者を誘導 

避難所が 

開設される 

※被害状況の確認・報告、再開に向け

た具体的な対応例は次ページ参照 

 

□児童生徒、教職員の安全確保 

・命を守る行動 

・安全な場所へ避難 

・人命救助、安否確認 等 

 

□「学校災害対策本部」に基づいた

対応 

 ・総括班 

 ・情報連絡、搬出班 

 ・避難誘導、安全確認班 

 ・救護班 

 ・消火、施設点検班  

 ・避難所運営支援班 

（学校地区防災班員） 

 

□教育委員会への被害状況報告 

・学校の運営状況 

・児童生徒、教職員の被害 

・施設の被害 等 

 

 
※避難所の運営が軌道にのった段階か

ら、学校地区防災班員も学校教育再開

に向けた対応へ移行していく 

 

 
□学校教育再開に向けた対応の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

□学校教育活動の再開 

 ・日常生活の回復 

大規模地震 

発生 

※避難所閉鎖前に学校を再開する

場合は、使用スペースや動線等を

整理する 

 

※「浜松市避難所運営マニュアル」を参考に作成 

※学校は、地区防災班員や自主

防災隊と連携・協力しながら避

難所を支援する 

 

【開設の支援】 

①門扉の解錠 

※夜間や休日の場合は、地区防災

班員が解錠する 

②施設の安全を確認し、使用の

可否を判断する。 

※応急危険度判定士が参集でき

ない場合は「施設の安全チェッ

クシート」を活用して確認する 

③安全確認後、施設の解錠 

④屋内への避難者の誘導 

※避難者によっては屋外を希望

する場合もある 

⑥世帯ごとに「避難者カード」

「体調管理票」を配付し記入

させる 

※参集してきた地区防災班員に

引き渡す 

⑤開放区域・非開放区域の明示 

⑦必要に応じて、要配慮者やけ

が人等への対応 

 

 

 

【運営の支援】 

学校再開業務を優先しながら

必要に応じて対応する 

・避難所の代表者との連絡、調整 

・新たに必要なスペースの確保、

使用の許可 

・学校への電話対応 等 

避難者を中心に

「避難所運営委

員会」が立ち上

げられる 
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大規模地震発生時の避難所開設に備え共通理解しておくべき内容 
※ 以下、別添資料「浜松市避難所運営マニュアル【概要版】」や、「危機管理マニュアル(災害安全編）

避難所支援と学校教育再開ページ」から抜粋して整理。 

１ それぞれの役割 

(1) 地域 

自主防災隊（自治会長等の地域住民） 

・避難所運営の主体となる。 

・避難スペースの確保、受付の設置、人数や物資の確認等に取り組む。 

(2) 学校（園） 

① 施設管理者（校長や園長） 

・児童生徒及び教職員等の安全確保やケアを最優先とする。 

  ② 学校地区防災班員（教頭、学校の近隣に居住している教員等） 

・例年、5月頃に指定された人数を学校が選出する。 

・「危機管理マニュアル(災害安全編) 避難所支援と学校教育再開」ページのとおり、 

一定期間において避難所支援を行い、地区防災班が参集し次第、学校再開業務へ 

移行する。 

(3) 行政 

地区防災班（行政の職員） 

  ・例年、6月頃に班員が決定する。 

・「震度 5強」以上の地震発生で避難所へ参集する。 

・避難所の開設や運営をサポートし、区や行政センターと連絡調整を行う。 

 

２ 「緊急避難場所」と「避難所」の違い 

 緊急避難場所 避難所 

目
的 

・台風や大雨などの災害から避難して、

一時的に身の安全を確保するための場

所。 

・家屋の倒壊などにより自宅に住むことがで

きず、生活の場として何日も留まる場所。 

開
設
方
法 

・河川の水位や土砂災害の危険度に合わ

せて開設。 

・災害発生が予想できるため、事前に地

区防災班が参集し、開設の準備をする。 

・準備ができ次第、「緊急避難場所の開設」

が発表される。 

・「震度 5強」以上で開設。 

・突発的な災害のため、発災直後に避難所に

いる者で臨機応変に対応せざるを得ない。 

・避難所の準備が整う前に避難者が集まるこ

とも想定される。 

備
蓄
品
等 

・一晩程度の避難のため、危機管理課配

備のアルファ化米は基本的に使用しな

い。(原則、児童生徒や教職員等も同様) 

・避難者は食料を持参する。 

・ライフラインが使用できないことが想定さ

れる。 

・長期避難のため、危機管理課配備のアルフ

ァ化米等を使用する。 
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３ 地震が発生した時間帯で異なる参集状況 

  自主防災隊 施設管理者、学校地区防災班員 地区防災班 

平
日
（
在
校
中
） 

・勤務地が居住地に

近いとは限らない

ため、参集に時間

がかかる。 

・教職員等は在校しているが、かなり

の混乱が予想される。(逃げ遅れ、

けが人、保護者連絡等) 

・自主防災隊と協力し、地区防災班が

参集するまでの一定期間において、

避難者に対応する。 

・安全が確認でき次第参

集するが、勤務地が居

住地に近いとは限らな

いため、参集に時間が

かかる。 

夜
間
・
休
日 

・地域に住んでいる

ため、最も早く参

集できる可能性が

ある。 

・避難者に対応する。 

・安全が確認でき次第参集するが、勤

務地が居住地に近いとは限らない

ため、参集に時間がかかる。 

・その他の教職員等は自宅等で待機

し、状況に応じて管理職の指示によ

り参集する。 

・「震度 5 強」以上の地震

発生で参集する。（状況

によっては時間がかか

る場合あり） 

・自主防災隊と協力して

避難者に対応する。 

 

４．Ｑ＆Ａ 

Ｑ1.自主防災隊・施設管理者・地区防災班で、平常時からどのように情報共有するのか。 

 Ａ1.防災連携連絡会･･･三者で開設準備や鍵の使用方法、開放区域・非開放区域を確認。 

防災倉庫の点検･･･三者で避難所開設時に使用する物品を確認。(見る、触る等) 

Ｑ2.施設の危険度判定には責任が伴うが、どのように確認するのか。 

 Ａ2.「震度 6 弱以上」で危険度判定が必要となる。市から配備される応急危険度判定士

の助言により、判断する。応急危険度判定士を待たずに判断しなければならない場

合は、原則、複数人（施設管理者と地区防災班等）が「施設の安全確認内容チェッ

クシート」で判断する。 

Ｑ3.避難所の体育館の開錠は誰が行うのか。 

 Ａ3.平日（在校中）の発生であれば、施設管理者や自主防災隊が行う。 

夜間・休日の発生であれば、地区防災班や自主防災隊が行う。鍵の所有や使用ルー

ルを平常時から整えておく。 

※施設管理者が不在時に校舎内へ避難することを想定し、体育館器具庫等に設置したキーボッ 

クスに校舎の鍵を保管し、ダイヤル番号を共有しておく。 

Ｑ4.避難者の屋内への誘導は誰が行うのか。 

 Ａ4.地区防災班と施設管理者で誘導する。しかし、体育館や校舎の安全が確認できなけ

れば、屋外での待機を指示することも考えられる。 

Ｑ5.避難所運営のリーダーシップは誰がとるのか。 

 Ａ5. 原則、避難所は避難者の自主運営となる。地区防災班と自主防災隊で、避難所運営

の体制づくりをする。 
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１ 浜松市における災害発生に伴う施設の安全確認の流れ 

市内で震度 6 弱以上観測した場合、応急危険度判定士が避難所の建物の判定を行い、

施設の安全性について助言を行います。施設管理者等は、その結果を踏まえ、避難所開

設の可否を決定します。 
ただし、大規模災害発生時の状況では、応急危険度判定士の参集に時間を要する場合

が想定されます。避難者を屋内に収容しなければならないなど、応急危険度判定士によ

る判定及び助言を待たずに、緊急に施設の安全確認をする必要がある場合、施設管理者

等が本チェックシートを活用して点検を実施し、開設の可否を決定します。 

 
２ 施設の安全確認の手順 

 (1)このチェックシートに沿って、目視による点検を行います。 
 (2)質問１から順番に点検を行い、質問１～６（外部の状況）までで、Ｂ又はＣと判断

された場合は、建物内に入ることはせず、質問７以降の内部の状況については点検

する必要はありません。 
 (3)危険と認められる場所については、出入口等認識しやすい箇所に貼り紙をするな

どして立ち入り禁止とします。 
 (4)このチェックシートの質問事項に関わらず、少しでも建物の状況に不安がある場

合は、応急危険度判定士による判定を待ちます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施設の安全チェックシート 

浜松市避難所運営マニュアル②「チェックリスト」別添資料を参考に作成 

避難場所名 学校  

点検実施日時 月    日     時    分 

点検実施者  

質 問 該 当 項 目 該当 

１ 

隣接する建物が傾き、避難所の

建物（体育館・校舎）に倒れ込

む危険性はありますか？ 

いいえ Ａ 

傾いている感じがする Ｂ 

倒れ込みそうである Ｃ 

２ 

建物（体育館・校舎）近傍に地

すべり、がけ崩れ、地割れ、噴

砂・液状化が生じましたか？ 

いいえ Ａ 

生じた Ｂ 

ひどく生じた Ｃ 

３ 

建物（体育館・校舎）が沈下し

ましたか？あるいは、建物（体

育館・校舎）近傍の地面が沈下

しましたか？ 

いいえ Ａ 

生じた Ｂ 

ひどく生じた Ｃ 

 

次の質問に該当するところに○を付けてください。 

施設の安全確認内容／チェックシート 
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質 問 該 当 項 目 該当 

４ 
建物（体育館・校舎）が傾斜し

ましたか？ 

いいえ Ａ 

傾斜しているような感じがする Ｂ 

明らかに傾斜した Ｃ 

５ 
外部の柱や壁にひび割れがあ

りますか？ 

ない又は髪の毛程度のひび割れがある Ａ 

比較的大きなひび割れが入っている Ｂ 

大きなひび割れが多数有り、鉄筋が見える Ｃ 

６ 
外壁タイル・モルタルなどが落

下しましたか？ 

いいえ Ａ 

落下しかけている、落下している Ｂ 

  

【判定基準】 

必要な対応をとります。 

Ｃの答えが一つでもある場合は『危険』、Ｂの答えが一つでもある場合は『要注意』です。 

   →施設の中へは立ち入らず、地区防災班員をとおして区本部と対応を検討します。 
Ａのみの場合 

→下記の項目に沿って施設内の安全点検を行うことができます。 

安全に留意しながら、部屋等の安全点検を行います。 

質 問 該 当 項 目 該当 

７ 床が壊れましたか？ 

いいえ Ａ 

少し傾いている、下がっている Ｂ 

大きく傾斜している、下がっている Ｃ 

８ 
内部のコンクリートの柱、壁に

ひび割れがありますか？ 

ない又は髪の毛程度のひび割れがある Ａ 

比較的大きなひび割れが入っている Ｂ 

大きなひび割れが多数有り、鉄筋が見える Ｃ 

９ 建具やドアが壊れましたか？ 

いいえ Ａ 

建具・ドアが動かない Ｂ 

建具・ドアが壊れた Ｃ 

10 
天井、照明器具が落下しました

か？ 

いいえ Ａ 

落下しかけている Ｂ 

落下した Ｃ 

 【判定基準】 

必要な対応をとります。 

Ｃの答えが一つでもある場合は『危険』、Ｂの答えが一つでもある場合『要注意』です。 

  →該当する部屋は使用しません。ただし、危険を取り除くことができれば使用可。 
Ａのみの場合 →該当する部屋等は使用可。ただし、他の部屋等の危険箇所を避けて使用。 

【留意事項】 

余震により被害が進んだと思われる場合は、再度チェックシートで被害状況を点検して 
ください。 
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浜松市避難所運営マニュアル③「様式集」より

　平日の昼間など、児童生徒が在校中に災害が発生した場合、地区防災班員（行政職員）が
参集するまでの間、学校（施設管理者）が避難所の開設を支援する必要があります。
　学校は、避難者（自主防災隊等）と協力して「避難者カード」を配付し、世帯ごとに記入
させます。その後、参集した地区防災班員へ引き継ぎます。
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浜松市避難所運営マニュアル③「様式集」より

　平日の昼間など、児童生徒が在校中に災害が発生した場合、地区防災班員（行政職員）が
参集するまでの間、学校（施設管理者）が避難所の開設を支援する必要があります。
　学校は、避難者（自主防災隊等）と協力して１人１枚「体調管理票」を配付し、記入させ
ます。その後、参集した地区防災班員へ引き継ぎます。



（３）学校教育再開に向けた具体的な対応例 

大規模災害により一定期間の休校を余儀なくされる被害が発生した場合、学校は教育委

員会等と協議・調整をしながら、学校や地域の実態に即した応急教育計画を作成し、学校

機能の早期回復を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況の確認 【学校の運営状況】 

 □休校、登校時刻を遅らせる等 

【児童生徒の被害状況】 

□本人及び家族の安否、避難先等 

【教職員等の被害状況】 

 □本人及び家族の安否、避難先等 

 □教職員等の勤務態様 

【学校敷地内の被害状況】 

 □危険箇所の確認 

・校舎等の建物 

・校庭や通路等 

  ・危険箇所への立入禁止の表示 

 □ライフラインの確認 

・電気・ガス・水道・電話・ICT 環境 

 □給食室、配膳室、備品等の確認 

【避難所の開設（支援）】 

 □施設の開錠、避難者の誘導 

□非開放区域の明示 等 

 

※事故報告書等については、内容が把握でき次第、後日 

様式を用いて作成し、各担当課へ提出する 

□学校の対応例  ◆教育委員会との協議・調整 

【児童生徒のケア】 

 □児童生徒の被災状況の把握 

◆被災状況に応じた対応の検討 

(例) 青空教室の実施 

・学年、学級を交えた授業 

・避難している他校の児童生徒も含めた実施 

(例) 臨時登校日の設定 

     ・教育相談の実施 

【教職員等のケア】 

□勤務可能な教職員等の確認 

◆被災状況に応じた対応の検討 

保護者への連絡 

・学校の状況報告 

・再開への見通し  

・児童生徒のケア 等 

保護者への調査方法 

・安否確認アンケート配信 

・電話連絡 

・家庭訪問 

・避難所訪問 等 

教職員等への調査方法 

・安否確認アンケート配信 

・電話連絡 等 

児童生徒、教職員等のケア 

◆教育委員会等との協議・調整 

地域との連携、協力 

・学区や通学路の被害状況 

・自治会等からの情報 

学
校
は
、
教
育
委
員
会
が
実
施
す
る
「
被
害
状
況
ア
ン
ケ
ー
ト
」
に
回
答
す
る 
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応急教育計画の作成 

自然災害等により通常の教育が困難

になった場合に、被災状況や児童生徒

の実態等に合わせた学校教育を実施す

るための計画 

◆教育委員会等との協議・調整 

教育委員会による 

再開方法や時期の決定 

◆学校や関係機関と協議・調整し、

児童生徒や地域の被災状況、学校

施設や通学路の安全、学校での避

難者の受け入れ状況等に配慮する 

学校教育の再開 

【応急教育計画】 

□教育課程等の再編成 

◆授業形態、時間割の工夫（短縮、2 部授業等） 

◆臨時の学級編制（同学年の合同学級、複式学級等） 

◆オンライン授業の準備 

□児童生徒の登校可否、心のケア 

◆転出入、就学援助等を必要とする児童生徒の把握 

  ◆教科書や学用品、タブレット端末等の確保 

◆スクールソーシャルワーカーの派遣 

◆教育相談の実施、スクールカウンセラーの派遣 

◆外国人児童生徒の就学支援 

□教職員等の勤務体制の確立 

◆不足する教職員等の確保、派遣 

□応急教室の確保 

 ◆他施設の借用、仮設教室の建設等 

□ライフライン復旧の確認 

  ◆電気・ガス・水道・電話・ICT 環境 

◆仮設トイレ、仮設給水栓等の設置 

 □通学路・地域の安全確認（PTA や地域の協力） 

  ◆通学路の変更、自転車通学やスクールバスの調整 

□給食業務の再開 

 ◆施設・設備の安全、備品や食材の確保、配送方法 

【再開の方法や時期】 

 □場所や施設 

◆自校の校舎や仮設校舎等を使用 

  ◆校舎等が使用可能な他校との合同再開  

◆タブレット端末を利用したオンライン授業 等 

 □児童生徒や保護者、地域に配慮した日程の調整 

【保護者への連絡】 

 □メールや電話連絡、保護者説明会の開催 等 

保護者への連絡 

・学校の状況報告 

・再開への見通し 

・児童生徒のケア 等 

保護者への連絡 

・再開の方法、時期 

・児童生徒のケア 

・今後の見通し 等 

【再開後も継続】 

 □学習環境の整備、学びの保障 

  ◆教育委員会との連携 

  ◆学校医、関係医療機関との連携 等 

□児童生徒のケア、問題行動への対応 

□教職員等のケア 
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学校教育再開に向けた協議・調整の担当課リスト 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 協議・調整する内容 担当課 済 

学
校
運
営 

1 教育課程の再編成について（授業形態、時間割等） 
教育センター 

 

2 タブレット端末等を利用したオンライン授業について  

3 通学路の安全確保について 健康安全課  

4 スクールバスについて 教育支援課  

児
童
生
徒 

1 転出入、就学手続き等について 

教育支援課 

 

2 教科書及び学用品等について  

3 心のケアについて（スクールカウンセラーの配備等）  

4 問題行動への対応について 指導課  

学
校
職
員 

1 非常事態に伴う学校職員の勤務体制の確立について 

教職員課 

 

2 学校職員の不足に対する臨時的配置について  

3 心のケアについて  

4 学校職員の勤務態様について  

学
校
施
設
等 

1 学校敷地内の被害状況、修繕等について 
教育施設課 

 

2 ライフラインの復旧について  

3 ICT 環境やタブレット端末等について 教育総務課  

給
食 

1 学校給食施設等の被害状況 
施設面について 教育施設課 

 
備品等について 

健康安全課 
2 学校給食センター及び委託業者等について  

 

本リストを活用することをとおして、「学校再開」に向けて段階的に準備を進めてい

くとともに、「学校再開」を判断するにあたり児童生徒等の安全確保や学習環境の整備

等に遺漏のないよう努める。 
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３ 災害発生後の心のケア 

  

（１）子どものストレス症状 

 災害の発生は子供たちの心身の健康に大きな影響を与える。「家や家族・友人などを失う」「事故を

目撃する」などの強い恐怖や衝撃を受けた場合、ストレス症状が現れることが多い。時間の経過とと

もに薄らいでいくものであるが、長引けばその後の成長や発達に大きな障害となることもある。 

 

①幼稚園～小学校低学年 

   ・腹痛、嘔吐、食欲不振、頭痛などの身体症状 

   ・興奮、混乱などの情緒不安定や行動上の異変（落ち着きがなくなる、物を隠す等） 

   ・ストレスの引き金となった場面（トラウマ（心的外傷））を再現するような遊びをしたり、恐怖 

感を訴えることなく興奮や混乱を呈したりすることがある 

   

②小学校高学年～中学校、高等学校 

   ・大人と同じような症状が現れやすい 

・元気がなくなる、引きこもりがち（うつ状態）になる、ささいなことで驚く、夜間に何度も目が 

覚めるなどの症状 

   

（２）教職員等の心のケア 

自然災害は子供を守る立場の大人にとっても強いストレスであることから、その影響はだれもが 

受ける。子どもの心のケアには、周囲にいる大人がまず精神的に安定していることが大切である。 

 

・管理職は、教職員の被災状況及び心身の状態を把握し、教職員間で支え合うことや役割分担の軽 

減などを配慮する。 

・責任感と緊張を伴った活動が続くため、心身の疲労がたまらないよう計画的に休息をとる。 

・教職員も被災者であり、ストレス反応が起こることは正常であることから、精神的負担を軽減す 

るために、共感や安心感が得られるよう情報共有や気持ちを伝え合う場面を設定する。 

   ・養護教諭の被災も想定し、平常時から研修等をとおして、心のケアに関する対応について共通理 

解を図る。 

 

（３）保護者の心のケア 

 

・学校の被害状況や今後の見通し等について、正しい情報を伝える。 

   ・動揺することなく冷静に対応することができるよう、必要に応じて、ストレスにより子供や保護 

者の心身に起こる変化について、正しい知識を伝える。 

   ・子供や保護者が心身の変化に不安について相談できる体制を整える。子供や保護者がこれまでに

もっていた問題が表面化する場合があることにも留意する。必要に応じて、関係機関（医療機関

や相談機関等）と連携を図って対応する。 

 

＜文部科学省「子どもの心のケアのために－災害や事件・事故発生時を中心に－（平成 22年 7月）」より抜粋＞ 
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（４）ストレス反応による症状と対応 

激しいストレスにさらされた場合、以下のような疾患を発症することがある。 

【急性ストレス障害（ASD：Acute Stress Disorder）】 

・「再体験症状」「回避症状」「覚せい亢進症状」がストレス体験の 4 週間以内に表れ、2 日以上 

かつ 4週間以内の範囲で症状が持続した場合。 

【心的外傷後ストレス障害（PTSD：Posttraumatic Stress Disorder）】 

  ・「ASD」のような強いストレス症状が現れ、それが 4週間以上持続した場合。 

・災害発生からしばらく経ってから出現する場合があることを念頭に置く必要がある。  

 

（５）PTSD の予防と対応 
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（６）心のケアに係る教職員等の役割 

 

  

平常時から子供の異変
に気付き、校内で連携
した対応をとる体制づ
くりを進めていく 

○心のケアを踏まえ
た防災計画の策定 

 
○教職員の指導力向

上を図る校内研修 
 
○体制整備 
・教職員の連携 
・児童生徒、保護者が

相談しやすい体制
整備 

 
○子供への対応 
・健康観察 
・問題の見極め 
・保護者との連携 
・主治医との連携 
・担任、学年、養護教

諭の連携 
・校内での情報共有 
 
○医療等、関係機関と

の連携 
 

初期対応 

継続支援 

自 

然 

災 

害 

発 

生 

ア 子供の安否被災状況、心身の健康状態
の把握の指示（家庭訪問・避難所訪問） 

イ 臨時の学校環境衛生検査の実施につい
ての検討 

ウ 教職員間での情報の共有 
エ 教職員の心のケアに向けた校内組織体

制づくり 
オ 子供の心のケアに向けての組織体制・

役割分担の確認 
カ 心のケアの対応方針の決定と共通理解 
キ 地域の関係機関等との協力体制の確立 
ク 保護者との連携 
 ・健康観察の強化依頼等 
ケ 緊急支援チーム（ＣＲＴ等）の受入れ 
☆ 報道関係機関への対応 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

管 

理 

職 

ア 安否の確認と心身の健康状態の把握 
 ・家庭訪問、避難所訪問 
 ・健康観察の強化 
 ・教職員間での情報の共有 
 ・担任等との連携等 
イ 保健室の状況確認と整備 
ウ 管理職との連携 
エ 学校医、学校薬剤師との連携 
オ 心のケアに関する啓発資料の準備 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 安否の確認と心身の健康状態の把握 
イ 家庭訪問、避難所訪問 
 ・子供の家庭の被災状況の把握 
ウ 学校再開へ向けての準備 
 ・学校内の被害状況、衛生状況の調査 
 ・安全の確保 
エ 養護教諭との連携 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

安否確認・健康状態の把握と組織体制の確立 心身の健康状態の把握と支援活動 中長期的な心のケア 

養
護
教
諭 

学
級
担
任
等 

ア 子供の心身の健康状態の把握と支援活動
の指示 

 ・健康観察の強化 
 ・質問紙調査等 
 ・家庭での様子調査 
 ・相談希望調査等 
 ・臨時の健康診断の検討 
 ・個別面談 
 ・教職員間での情報共有 
 ・医療機関等との連携等 
イ 保護者への啓発活動の実施の指示 
 ・健康観察の強化 
 ・啓発資料の配布等 
ウ 朝礼等での心のケアに関する講和の実施 
エ 安全・安心の確保への対応 
 ・被害の拡大、二次的被害の防止 
オ 教職員の心のケアに向けた校内組織体制

づくり 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 心身の健康状態の把握 
 ・健康観察の強化 
 ・心のケアの質問紙調査、相談希望調査等 
 ・教職員間での情報の共有 
イ 保健だより等の啓発資料の配布 
ウ 管理職等の連携 
エ 心のケアに関する保健指導の実施 
オ 健康相談の実施 
カ 学校医、スクールカウンセラー、専門機

関等との連携 
キ 感染症の予防対策 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 心身の健康状態の把握 
 ・健康観察の強化 
 ・心のケアの質問紙調査、相談希望調査等 
イ 教職員間での情報の共有 
ウ 保護者との連携 
 ・啓発資料の配布 
 ・家庭での健康観察の強化依頼 

・個別指導 
エ 養護教諭との連携 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 継続的な心身の健康状態の把握と支援活
動の指示 

 ・継続した心身の健康状態の把握活動と個
別支援 

 ・状況の再確認、方針、全体計画の見直し、
中長期的な支援計画の作成 

 ・医療機関等との連携と状況の把握等 
イ 心のケアに関わる校内研修会実施の指示 
ウ 保護者説明会の実施と保護者への支援 
エ 地域住民への協力依頼 
オ 学校全体で取り組む心のケアの企画と実

施 
カ ボランティアの受け入れ 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 心身の健康状態の把握 
 ・健康観察の強化 
 ・心のケアの質問紙調査、相談希望調査等 
 ・教職員間での情報の共有 
イ 心のケアの継続支援、校内組織との連携 
ウ 保健だより等の啓発資料の配布 
エ 心のケアに関する保健指導の実施 
オ 健康相談の実施 
カ 心のケアに関する校内研修の企画・実施 
キ 学校医、スクールカウンセラー、専門機関

等との連携 
キ 感染症の予防対策 
ク 感染症の予防対策 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

ア 心身の健康状態の把握 
 ・健康観察の強化 
 ・心のケアの質問紙調査、相談希望調査等 

・教職員間での情報の共有 
イ 校内研修会への参加 
ウ 保護者との連携 
エ 養護教諭との連携 
オ 学級(HR)活動等における保健指導の実施 
カ 心のケアを図るための学級経営の充実 
キ 学校医、スクールカウンセラー、専門機関

等との連携 
☆ 障がいや慢性疾患のある子供への対応 

継 

 

続 

 

支 

 

援 

ア 災害の概要把握と学校内の対応確認      ＜子供や保護者に対して＞ 
イ 子供のメンタルヘルスをめぐる緊急事態への  キ ①子供や保護者の個別面談 
  見立てを行う                  ②必要に応じた地域の専門機関への紹介 
ウ 教職員へのコンサルテーションを行う     ＜教職員に対して＞ 
エ 子供や保護者への個別面談準備        ク ①子供対応への助言とストレス対応研修 
オ 養護教諭と協力して、心のケアの資料を準備    ②校内の関係委員会に参加し共通理解を図る 
カ 関係機関との連携に関するつなぎ役になる     ③教職員間での情報の共有 
                          ④個別支援 

学
校
医
と
ス
ク
ー
ル

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー 

ア 個別ケースには教職員と連携した心のケ
アの実施、必要に応じ地域の専門機関へ
の紹介 

イ 子供に対して、定期的な心身の健康状態
のチェックと心の健康への啓発活動 

ウ 教職員に対しての心のケアの実施、必要
に応じた面接や助言、医療機関への紹介 

平常時 

事故発生 

Ｂ：学校再開から１週間 Ａ：発生から学校再開まで Ｃ：学校再開１週間から６ヶ月 
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【参考】本市における「防災対策基準」の変遷（Ｈ１２～Ｈ２７まで） 

年度 マニュアル名等 

平成１２年 
「学校・幼稚園の防災対策基準」策定 

・地震や台風などの自然災害 

平成１７年１月 
「学校・幼稚園の防災対策基準」改訂 

・地震、台風、光化学オキシダント 

・「東海地震に関連する情報」の発表等による見直し 等 

平成２０年４月 
「学校・幼稚園の防災対策基準」改訂 

・防災に関する対応の流れ 等 

平成２３年６月 
別冊「学校・幼稚園の津波対応マニュアル」（暫定版）ver.1 

・平成２３年３月に発生した東日本大震災を受け作成 

平成２４年４月 
別冊「学校・幼稚園の津波対応マニュアル」ver.2 

・津波に関する対応を考案しておくべき幼稚園・学校を記載 等 

平成２４年６月 
別冊「学校・幼稚園の津波対応マニュアル」ver.2 改訂 

平成２７年４月 
「浜松市学校（園）防災対策基準」策定 

・備える、命を守る、立て直す・つなぐ フェーズの整理 

・地震、津波、暴風、大雨、洪水 
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附則 

浜松市学校（園）防災対策基準＜平成２７年４月＞ 
（施行期日） 
この基準は、平成２７年４月１日から施行する。 

 
（改正履歴） 

年月日 概要 
平成２８年４月１日 ・大雨警報・洪水警報発表に伴う「避難準備情報」等発令時

における学校の対処を追加 
平成３１年４月１日 ・平成３０年の台風第２４号による大規模停電を受け、「停電

編」を追加 
・熱中症への対応として「高温注意情報・暑さ指数編」を追

加 
令和２年４月１日 ・「報告１」「報告２」ページ「報告先」を修正 
令和２年８月１日 ・「避難情報編（Ⅰ）河川の氾濫」 

・「河川の氾濫（A）外水氾濫系」ページ「外水氾濫の危険に

より避難情報が発令される地区・町字名」及び「対象校」

を修正 
・「河川の氾濫（B）内水氾濫系」ページ「内水氾濫の危険に

より避難情報が発令される地区・町字名」及び「対象校」

を修正 
令和４年４月１日 ・「浜松市立小中学校・幼稚園 防災対策基準」に名称変更 

・近年の災害や学校の実情に応じた内容、フロー図の改善等 
令和５年４月１日 ・避難情報編（Ⅰ）河川の氾濫「河川の氾濫（A）外水氾濫

系」ページの「在校中」対応フローを修正 
令和６年４月１日 ・行政区の再編に伴い、表記を修正 

・「大規模地震発生時の避難所開設に備え共通理解しておくべ

き内容」を追記 
・事後の危機管理「４ 連絡体制」を削除 

令和 7 年 3 月 ・「浜松市防災教育ポータルサイト」を追記 

・「学校における暑さ指数（WBGT）に応じた対処」に熱中症特

別警戒アラートへの対応等を加えて修正 等 

令和 8 年 3 月 遠地津波への対応を踏まえ、 

・２ 災害時の配備体制(２)「勤務時間外（夜間、休日等）」

の参集基準を修正 

・対処基準（３）津波災害編 「津波警報」等の発表に伴う

学校の対処ページに追記 
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